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1．放課後児童クラブについて  

【事業の内容】  

○ 共働き家庭など留守家庭のおおむね10歳未満の児童に対して、児童館や学校の余裕教室、公民館   
などで、放課後に適切な遊び、生活の場を与えて、その健全育成を図る。  
○ 放課後児童クラブは、平成9年の児童福祉法改正により事業が法定化され、当該事業の実施につい   
ては、市町村の努力義務として規定されている。  

〔児童福祉法（昭和22年法律第164号）〕  

第六条の二（略）  

② この法律で、放課後児童健全育成事業とは、小学校に就学しているおおむね十歳未満の児童であって、その保護者が労働等により昼間家庭にいないものに、政   
令で定める基準に従い、授業の終了後に児童厚生施設等の施設を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業をいう。  

③（略）  

第21条の10 市町村は、児童の健全な育成に資するため、地域の実情に応じた放課後児童健全育成事業を行うとともに、当該市町村以外の放課後児童健全育成事   
業を行う者との連携を図る等により、第六条の二第二項に規定する児童の放課後児童健全育成事業の利用の促進に努めなければならない。  

2   



【現状】（平成20年5月現在）  

【事業に対する国の助成［児童手当勘定（特別会計）から事業実施市町村への補助］】  

○平成20年度予算額186．9億円（28．4億円増）  運営費の負担の考え方   

国  

保護者  1／6（※）  

1／2  
都道府県  

1／6   

市町村  
1／6  

○運営費  

・概ね1／2を保護者負担で賄うことを想定。   

■残りの1／2分について、児童数が10人以上で、   

原則、長期休暇（8時間以上開所）を含む年間250日以上開言  

1／2  1／2  

※「国1／6」の財源は事業主拠出金   ・児童数36～70人の場合、基準額：240．8万円  

※ 6時間以上開所しているクラブが、18時以降開所延長する場合に長時間開所に係る加算あり  

○整備費  

・新たに施設を創設する場合（基準額＝1，250万円）のほか、学校の余裕教室等を改修する場合  

（基準額：700万円）、備品購入のみの場合（基準額：100万円）も助成  

又は整備費（創設 ※運営費費を除く）は、匡L都道府県、市町村が3分の1ずつ、整備費（創設費）は、国、都道府県   
市田丁村又は設置者（社会福祉法人等）が3分の1ずつ負担   
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2．放課後児童クラブ数及び登録児童数等の推移  

○ 平成20年では、クラブ数は17，583か所、登録児童数は79万4，922人となっており、平成10年と   
比較すると、クラブ数は約8，000か所、児童数は約45万人の増となっている。また、クラブを利用でき   
なかった児童数（待機児童数）は対前年933人減の1万3，096人となった。  

（人）  

800．000：  

700，000  

600，000  

500・00016，000  

400，00014，000   

300，00012，000  
10，000  

200，000  
8，000   

100，0006，000  

0  
4，000  

10年度11年度12年度13年度14年度15年度16年度17年度18年度19年度 20年度  

※各年5月1日現在（育成環境課調）  
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3．「新待機児童ゼロ作戦」について（概要）  

集中重点期間の対応  目標・具体的施策  

働きながら子育てをしたい  

と願う国民が、その両立の  

難しさから、仕事を辞める、  
あるいは出産を断念すると  

いったことのないよう、   

○働き方の見直しによる  

仕事と生活の調和の実現  

O「新たな次世代育成  

支援の枠組み」の構築   

の二つの取組を「車の両  
輪」として進めていく。  

恩   
希望するすべての人が安  

心して子どもを預けて働くこ  

とができる社会を目指して   

保育施策を質・量ともに充  

実・強化するための「新待  

機児童ゼロ作戦」を展開  

希望するすべての人が子どもを預けて働  

くことができるためのサービスの受け皿を  

確保し、待機児童をゼロにする。特に、今  

後3年間を集中重点期間とし、取組を進  
めむ 

恩  
＜10年後の目標＞  

当面、以下の取組を進めるとともに、集  

中重点期間における取組を推進する  

ため、待機児童の多い地域に対する重  

点的な支援や認定こども園に対する支  

援などについて夏頃を目途に検討  

・○保育サービスの量的拡充と   

提供手段の多様化〔児童福祉法   

の改正〕  

●  保育所に加え、家庭的保育（保育マ   
マ）、認定こども園、幼稚園の預かり保育、   
事業所内保育施設の充実   

・○小学校就学後まで施策対象   
を拡大  

●  小学校就学後も引き続き放課後等の   

生活の場を確保  

●   

対策推進法の改正〕  

●  女性の就業率の高まりに応じて必要   

となるサービスの中長期的な需要を勘案   

し、その絶対量を計画的に拡大   

・○子どもの健やかな育成等のた   
め、サービスの質を確保  

・保育サービス（3歳未満児）の提供割合  

●20％→38％（※）  
．【利用児童数100万人増（0～5歳）】  

・放課後児童クラブ（小学1年～3年）の   

提供割合19％→60％（※）   
【登録児童数145万人増】  

⇒この目標実現のためには  

一定規模の財政投入が必要  

税制改革の動向を踏まえつつ、  
新たな次世代育成支援の枠組み」  

の構築について速やかに検討。  

（※）「仕事と生活の調和推進のための行動指針（平成19年12   

月）」における仕事と生活の調和した社会の実現に向けた各   

主体の取組を推進するための社会全体の目標について、取   
組が進んだ場合に10年後（2017年）に達成される水準  
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5．放課後児童クラブに係る補助要件について  

1．実施主体   

市町村（特別区を含む。）、社会福祉法人その他の者  

2．対象児童  
・保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校1～3年の就学児童  

・その他健全育成上指導を要する児童（特別支援学校の小学部及び小学校4年生以上）  

3．職員体制   

放課後児童指導員を配置すること。   

年間250日以上開所すること。（ただし、平成21年度までは、特例として200日以上でも国庫補助対象）   
開所時間については、1日平均3時間以上とすること。ただし、長期休暇期間などについては、原則として1日8時間  

以上開所。  

5暮施設・設値  

・活動に要する遊具、図書及び児童の所持品を収納するためのロッカーの他、生活の場として必要なカーペット、畳等を  
備えること。  

・同じ建物内で、すべての子どもを対象とした活動拠点（居場所）の提供を併せて行う場合には、放課後児童のために間  
仕切り等で区切られた専用スペース又は専用部屋を設け、生活の場としての機能が十分確保されるよう留意すること。  

6．事業の内容  

（1）放課後児童の健康管理、情緒の安定の確保  
（2）出欠確認をはじめとする放課後児童の安全確認、活動中及び来所・帰宅時の安全確保  

（3）放課後児童の活動状況の把握  

（4）遊びの活動への意欲と態度の形成  

（5）遊びを通しての自主性、社会性、創造性を培うこと  
（6）連絡帳等を通じた家庭との日常的な連絡、情報交換の実施  
（7）家庭や地域での遊びの環境づくりへの支援  

（8）その他放課後児童の健全育成上必要な活動  
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6．放課後児童クラブガイドラインについて  

趣旨・目的  

していることから、クラブを生活の場として   ○ 子育てと仕事の両立支援に対するニーズの増大を背景に、放課後児童クラブ数が年々増加  
いる子どもの健全育成を図ることを目的として、補助金の交付・不交付を問わず、クラブとして望ましい運営内容を目指すためのガイドラ   
インを国において初めて策定。  

○ 本ガイドラインを参考に、各クラブにおいて定期的に自己点検を行うなどにより資質の向上を図る。  

ガイドラインの概要  「放課後児童クラブガイドラインについて」（平成19年10月19日 厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）  

卓二放課後児童指重畳但役割  

・子どもの人権の尊重、個人差への配慮、体罰等の禁止、プライバシー保護等   

に留意のうえ、次の活動を行うこと。  
①子どもの健康管理、出席確認等の安全確保、情緒の安定を図る。  
②遊びを通しての自主性、社会性、創造性を培う。  
③子どもが宿題・自習等の学習活動を自主的に行える環境を整え、必要な援   

助を行う。  

④基本的生活習慣についての援助、自立に向けた手助けを行うとともに、その   
力を身につけさせる。  
⑤活動内容について家庭との日常的な連絡、情報交換を行うとともに、家庭や   
地域での遊びの環境づくりへの支援を行う。  
⑥児童虐待の早期発見に努め、児童虐待等により福祉的介入が必要とされる   
ケースについては、市町村等が設置する要保護児童対策地域協議会等を活   
用しながら、児童相談所や保健所等の関係機関と連携して対応。  
⑦その他放課後における子どもの健全育成上必要な活動を行う。  

1．対象盟童  

・保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校1～3年の就学児童。  

・その他健全育成上指導を要する児童（特別支援学校の小学部及び小学校4   

年生以上）  

≧．盟瑳  
・集団の規模については、おおむね40人程度までとすることが望ましい。  

11放課後児童クラブの規模については、最大70人までとすること。  

3．艶聞所l時間  
・子どもの放課後の時間帯、地域の実情や保護者の就労状況を考慮。  
・土曜日、長期休業期間等は、保護者の就労実態等を踏まえて8時間以上開   

所。  
・新1年生については、保育所との連続を考慮し4月1日より受け入れること。  

4．施設二選億  

・専用の部屋または間仕切り等で区切られた専用スペースを設け、生活の場と   

しての機能が十分確保されるよう留意すること。   

■ 子どもが生活するスペースについては児童1人当たリ1．65rポ以上が望まし   

い。なお、体調が悪い時等に休息できる静養スペースを確保すること。  
1施設・設備は衛生及び安全が確保されているとともに、事業に必要な設備・備   

品を備えること。  

○その他  
7．保護者への支援一連携  

・保護者自身が互いに協力して子育ての責任を果たせるよう支援。  

8．学校との連携  

・学校、放課後子ども教室との連携を図る。  

9．関係機関・地域との連携  

10．安全対策  

11．特に配慮を必要とする児童への対応  

12．事業内容等の向上について  

・クラブは、事業内容について定期的に自己点検、自ら事業内容向上に努め  

る。  

13．利用者への情報提供等  

14，要望・苦情への対応   

卓二鹿島体制  

・放課後児童指導員を配置すること。  

・放課後児童指導員は、児童福祉施設最低基準第38条に規定する児童の遊   

びを指導する者の資格を有する者が望ましい。  



7．放課後児童クラブの実施状況①  

（1）放課後児童クラブに係る小学校区別実施状況  

31．5％の小学校区において放課後児童クラブが未実施となっている。  

小学校で実施   小学校外で実施   未実施   

小学校区数   7，766小学校区  7，227小学校区  6，881小学校区   

（割合）   （35．5％）   （33．0％）   （31．5％）   

（2）放課後児童クラブを実施していない理由  

放課後児童クラブを実施していない小学校区における未実施の理由については、「ニーズが無い」が37％、  

「実施場所の確保が困難」が36％、「指導員等の人材確保が困難」が33％となっている。  

1．ニーズがない  

2．実施場所の確保が困難  

3．指導員等の人材確保が困難  

4．予算の確保が困難  

5．次年度以降の実施に向け検討中  

6．補助金の受給の要件が高い  

7．地域・家庭で子どもを見守る・預かる施策が他にある   

8．両事業の調整・理解に時間が必要  

9．地域の理解を得られていない  

10．その他  

0  100  200  300  400  500   

※放課後子どもプラン実施状況調査（平成20年6月23日文部科学省・厚生労働省。調査基準日平成19年12月1日）  
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7．放課後児童クラブの実施状況②  

※平成20年5月1日現在（育成環境課調）  
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※平成20年5月1日現在（育成環境課調）  

7了   



※平成20年5月1日現在（育成環境課調）  
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垣更  

※平成20年5月1日現在（育成環境課調）  
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※平成20年5月1日現在（育成環境課調）  
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放課後児童指導員の資格の状況  

保育士、幼稚園教諭、幼稚園教諭以外の教諭の  
資格を有する者が5割を超えている。  

総数68，887人  匝亘可  

（3 5％）  

匝可  

賢 習  

保育士・幼稚盈教請  幼稚園以外の教諭  児童福祉経験有り  その他38条  資格なし  

注1：（）内は総数に対する割合である。数値はボランティアを含めず、常勤・  

非常勤を区別しない。また、1人の指導員に対し、1つの資格を計上。  

注2：「その他38条」は「保育士t幼稚園教諭」、「幼稚園以外の教諭」、「児童  

福祉経験有り」以外で児童福祉施設最低基準第38条第2項に該当す  

る者。  

※平成19年5月1日現在（全国学童保育連絡協議会調）  ※平成20年5月1日現在（育成環境課調）   
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7．放課後児童クラブの実施状況③  

放課後児童クラブに係る利用者負担については、2，000円～10，000円の間で設定されている割合が高い。  

割 合  
利用料なし   9．4％   

2，000円未満   8．0％   

2，000～4，000円未満   19．8％   

4，000～6，000円未満   20．1％   

6，000～8，000円未満   15．4％   

8，000～10，000円未満   6．9％   

10，000～12，000円未満   7．8％   

12，000～14，000円未満   3．6％   

14，000～16，000円未満   2．9％   

16，000円以上   3．1％   

2003年調査   2007年調査   

5，000円未満   49．1％   41．8％   

5，000～10，000円未満   40．3％   46．4％   

10，000～15，000円未満   9．4％   10．1％   

15，000～20，000円未満   1．1％   1．7％   

20，000円以上   0．1％   0％   

＜平成15年及び平成19年（全国学童保育連絡協議会調べ）＞  

＜平成13年地域児童福祉事業等調査（厚生労働省）＞  
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7．放課後児童クラブの実施状況④  
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（注）1．小学校数については、平成20年5月1日現在の公立小学校数［分校、ゼロ学級の学校を含む］（文部科学省「学校基本調査速報」）   
2．放課後児童クラブ実施か所数については、平成20年5月1日現在のか所数（厚生労働省育成環境課調）。  
3．一つの小学校区で放課後児童クラブを複数か所実施することにより、数値が100％を超える場合がある。  77   



小学校1～3年生の児童数に占める放課後児童クラブ登録児童数の割合（都道府県別）  
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（注）1．児童数については、平成20年5月1日現在の人数（文部科学省「学校基本調査速幸凱）。   
2．放課後児童クラブ登録児童数については、平成20年5月1日現在の人数（厚生労働省育成環境課調）   
3．割合については、児童数（小学校1～3年生）に対する登録児童数（小学校1～3年生）の割合。  7β   



8．放課後児童クラブの国庫補助について  

運営費の負担の考え方（児童数36～70人の場合）  
児童1人当たりの公費負担額  

1′2  

（保育所との比較）  

公責負担額  
1′21′※） 

2，900円  

1／3 1／3 1／3 

都県 

■●●■●●●●●●●●●   

【放課後児童クラブ】（1人当たり月額）   ※平成20年度放課後児童健全育成事業費予算額を基に算出  

【保育所】（1人当たり月額）  

○全体の概ね1／2を保護者負担で賄うことを想定。  年齢区分 公費負担額  

○残りの1／2分について、児童数が10人以上で、原則、  

長期休暇（8時間以上開所）を含む年間250日以上開設  
0歳児 13．8万円  

するクラブに補助。  1・2歳児 6．8万円  

○児童数36～70人の場合、国庫補助基準額：240．8万円  3歳児  2．2万円  
○その他、開設日数・開設時間に応じて加算  

4歳以上児 1．7万円  

※250日は、授業日＝200日、長期休暇45日、クラブ運営上必要な日（遠足  ※平成20年度保育所運営費負担金予算額を基に算出  

等を想定）土日で5日を想定。  

（参考）放課後児童クラブにかかる平成21年度概算要求額 278．5億円（91．6億円増）  
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9．指導員の処遇について  

指導員の平均勤続年数は、常勤で5年未満が約4割、非常勤で3年未満が約5割となっており、短期間なも  
のとなっている。  

（施設数）  

1年未満   1～3年未満  3～5年未満  5～10年未満  10～20年未満   20年以上   合計   

常勤  
8   89   274   354   152   138   

（15．0％）   （13．6％）  
1，015  

（0．8％）   （8．8％）   （27．0％）   （34．9％）  

公立公営   0   3   22   19   80   125   

（0．0％）   （7．6％）   
249  

（1．2％）   （8．8％）  （32．1％）   （50．2％）  

公立民営   
6   54   213   284   39   6   

（1．0％）   
602  

（9．0％）   （35．4％）   （47．2％）   （6．5％）   （1．0％）  

民立民営   
2   32   39   51   33   7   

164  
（1．2％）   （19．5％）   （23．8％）   （31．1％）   （20．1％）   （4．3％）   

非常勤  
58   378   311   124   22   3   

896  
（6．5％）   （42．2％）   （34．7％）   （13．8％）   （2．5％）   （0．3％）  

公立公営   
38   110   44   32   5   0   

229  
（16．6％）   （48．0％）   （19．2％）   （14．0％）   （2．2％）   （0．0％）  

公立民営   
13   199   240   74   14   2   

542  
（2．4％）   （36．7％）   （44．3％）   （13．7％）   （2．6％）   （0．4％）  

7   69   27   18   3   

民立民営  125  
（5．6％）   （55．2％）   （21．6％）   （14．4％）   （2．4％）   （0．8％）   

＜「学童保育の実態と課題に関する調査研究」2008年2月独立行政法人国民生活センター＞  
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常勤指導員の月給の平均は、約20万円であり、非常勤指導員の月給の平均は、約8．2万円となっている。  

（施設数）  

10万円～   15万円～   20万円～   25万円′－   30万円～   
40万円以上  合計  5万円未満  5万円～                   10万円未満   15万円未満  20万円未満  25万円未満  30万円未満  40万円未満   

常勤  
4   29   102   568   80   18   74   64   

（3．1％）   （60．5％）   
939  

（0．4％）  （10．9％）  （8．5％）   （1．9％）   （7．9％）   （6．9％）  

公立公営   6   18   36   5   7   71   61   
205  

（0．5％）   （2．9％）   （8．8％）   （17．6％）   （2．4％）   （3．4％）   （34．6％）   （29．7％）  

公立民営   
2   19   49   473   30   3   0   2   

578  
（0．3％）   （3．3％）   （8．5％）   （81．8％）   （5．2％）   （0．5％）   （0．0％）   （0．3％）  

4   35   59   45   8   3   
民立民営   156  

（0．6％）   （2．6％）   （22．4％）   （37．8％）   （28．8％）   （5．1％）   （0．6％）   （1．9％）   

非常勤  
273   365   92   101   41   0   

874  
（31．2％）  （41．8％）   （10．5％）   （11．6％）   （4．7％）   （0．1％）   （0．0％）   （0．1％）  

公立公営   68   30   18   83   38   0   0   
238  

（28．6％）  （12．6％）   （7．6％）   （34．9％）   （16．0％）   （0．4％）   （0．0％）   （0．0％）  

公立民営   172   288   46   12   2   0   0   
521  

（33．0％）  （55．3％）   （8．8％）   （2．3％）   （0，4％）   （0．0）   （0．0％）   （0．2％）  

47   28   6   0   0   0   

民立民営  33  
115  

（24．3％）   （5．2％）   （0．9％）   （0，0％）   （0．0％）   （0．0％）   

＜「学童保育の実態と課題に関する調査研究」2008年2月独立行政法人国民生活センター＞  
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10．放課後子ども教室との関係について  

【放課後子ども教室推進事業についての内容・目的】  

青少年の問題行動の深刻化や地域の教育力の低下等の緊急的課題に対応するため、放課後や週末等にすべて  
の子どもを対象として、安全・安心な子どもの活動拠点（居場所）を設け、さまざまな体験活動や交流活動等の取り  
組みを推進する。  

22   



放課後児童クラブと放課後子ども教室について  

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）   放課後子ども教室推進事業   

趣旨・対象   共働き家庭の児童（小学校おおむね1～3年生）を対象と  すべての子どもを対象として、安全・安心な子どもの居場所を設  

して、放課後等に適切な遊びや生活の場を提供   け、地域の方々の参画を得て、学習やスポーツ・文化活動、地  

【児童福祉法第6条の2第2項に規定】   域住民との交流活動等の取組を推進   

20予算額   186．9億円（20，000か所分）   77．7億円（15，000か所分）   

補助率   1／3（国、都道府県、市町村がそれぞれ負担）  1／3（国、都道府県、市町村がそれぞれ負担）   

※別途保護者（利用料）負担あり  

補助基準額  運営費：481．6万円（児童36人～70人の場合）   運営費：文部科学大臣が認めた額（執行上、制限無し）  

（20年度）  創設費：1，250万円、改修費：700万円、  備品費：文部科学大臣が認めた額（執行上、制限無し）   

備品費：100万円  

指導員等   放課後児童指導員（専任）を配置   地域の大人、退職教員等を安全管理員、学習アドバイザー等と  

して配置   

実施場所   学校内（余裕教室）   28．5％   小学校  

学校内（専用施設）   19．8％   公民館  

・ 

設   
（平成20年5月）  

1 
（平成19年度）  

既存公的施設   9．1％  
67％                12％  その他（民家、保育所等）17．0％   

実施か所数   17．583か所（平成20年5月）〔対前年898か所増〕   7，821か所（平成20年度《予定》）   

利用児童数   登録児童数 約79万人（平成20年5月）   年間延べ参加児童数 2，110万人  

・1回当り参加児童数   

や必要に応じて土曜日も開所）   所あたり平均126日）   

〔対前年4．5万人増〕   

■1教室当り年間平均参加児童数2去喜ヲ訟（平成18年度）  

実施形態等   原則として年間250日以上開所（夏休み等の長期休暇  概ね年間を通じて断続的・単発的に実施（平成20年度は1か  

※平成18年度の数値は、地域子ども教室推進事業の実施状況  23   



5．都道府県の体制、役割等   
○ 都道府県は、実施主体である市町村において円滑な取組促進が図   
られるよう、以下の支援を実施  
・行政、学校、社会教育、福祉の各関係者及び学識経験者等で構成   
される「推進委員会」を設置し、プランの実施方針、指導者研修の企  
画、事後検証・評価等、域内におけるプランの総合的な在り方を検討  

・コーディネーター、安全管理員、放課後児童指導員等の事業関係   
者の資質向上や情報交換・情報共有を図るための研修の合同開催  

・基本的に教育委員会が主管部局となるが、都道府県の実情に応  
じて福祉部局が主管部局となっても差し支えない。  

・主管部局は、推進委員会事務局、補助申請事務等の業務を行う  
に当たり、福祉部局（又は教育委員会）と緊密な連携を図る。  

1．「放課後圭どもプラン」旦定義  

○ 市町村が策定する「事業計画」と同計画に基づく「放課後対策事業」   

（放課後子ども教室推進事業・放課後児童健全育成事業）の総称  

2．実施主体   

○ 事業計画の策定主体：市町村   

○ 事業の実施主体：市町村、社会福祉法人、特定非営利活動法人他  

註重美塵畳  
○ 国において、二つの事業を「放課後子どもプラン推進事業」として、   

交付要綱等を一本化し、都道府県・指定都市・中核市に交付  

○ 都道府県においても、国に準じて交付要綱等を一本化し、国・市町   

村との事務手続を基本的に教育委員会が一括して処理  6．市剛村の体制、役割等  

○ 市町村は、行政、学校、放課後児童クラブ、社会教育、児童福祉、   
PTAの各関係者及び地域住民等で構成される「運営委員会」を設置   

し、事業計画、活動プログラムの企画、事後検証・評価等を検討  

○ 基本的に教育委員会が主管部局となるが、市町村の実情に応じて   

福祉部局が主管部局となっても差し支えない。  

○ 主管部局は、運営委員会事務局、補助申請事務等の業務を行うに   
当たり、福祉部局（又は教育委員会）と緊密な連携を図る。  

4．事業計画の策定   

○ 市町村は、教育委員会と福祉部局の具体的な連携方策、21年度   

までの「放課後子どもプラン推進事業」の小学校区単位の実施計画等   

を盛り込んだ事業計画策定に努めることとする。   

○ また、本事業計画が、次世代育成支援行動計画の内容を前倒しし   

て実施するもの等であっても、行動計画の変更は必ずしも必要としない。  

7．市町伸こおける事業の実施  
○ 余裕教室の利用や小学校敷地内での実施を基本とし、体育館、保健室等の学校諸施設の弾力的な活用に努めることとするが、現に公民館や児童   
館など小学校外で事業を実施している、余裕教室が無いなどの場合に、地域の実情に応じて小学校外で実施しても差し支えない。  
○ 各小学校区毎に、学校や関係機関・団休等との連絡調整、活動プログラムの企画・策定等を行うコーディネーターを配置  
○ 学習活動やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等の様々な活動機会の提供や、放課後児童クラブ対象児童に対する現行水準と同様の   
サービス（適切な指導員の配置、専用のスペースの確保等）の提供  
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11．放課後児童クラブに係る検討の視点  

放課後児童クラブについては、共働き家庭など留守家庭の子どもの健全育成を目的として、遊び、生活の場を与え  

ることを目的としている。  

また、保育所を利用していた子どもに対し、小学生になった後においても、切れ目のないサービスを提供する基盤と  

なっている。   

したがって、放課後児童クラブについては、次世代育成支援のための新たな制度体系においても、両立支援系の  

サービスとして不可欠なものの一つと考えられるが、現状又は関係者の意見から以下のような点が課題となっており、  

新たな制度体系においてどのように対応するかを検討する必要がある。  

【検討の視点】   

①潜在需要に対応した放課後児童クラブの量的拡大を抜本的に図っていく上で、場所の確保の問題、人材の確  

保の問題をどうして行くか。  

t小学校等の活用を如何に進めるか。  

・従事者の勤続年数が短いこと、人材確保が難しい状況が一部見られるようになってきていることなどを踏まえ、  

担い手のあり方、人材確保のための職員の処遇改善等をどうして行くか。  等  
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②放課後児童クラブについては、現行法制度上、市町村の事業として実施されており、また、その実施については市   

町村の努力義務として位置づけられており、その実施状況には地域格差が見られる。   

そして、利用方式については、地域によって、市町村がサービス決定しているケースと、実施事業者に直接利用申し   

込みを行うケースが混在している。   

新たな制度体系において、法制度上の位置づけの強化について、どのような対応策が考えられるか。   

・市町村の実施責任の位置づけ  

※ 保育については、市町村に実施義務付けがされている。   

・サービス利用（提供）方式の位置づけ   

・給付（補助）の方式のあり方  

※ 事業実施を包括的に評価し事業者に給付する現行制度の仕組み、利用者個々人に着目して給付を行う仕組み等  

③対象年齢について、現行制度は小学校3年生までを主な対象としているが、小学校高学年も現に一部利用がされ   

ている。   

・制度の対象年齢についてどう考えるか。  

④放課後児童クラブの質の確保については、「ガイドライン」を発出しており、望ましい規模、開所時間等について示し   

ている。また、国庫補助基準上、一定の条件を課しているが、保育所のような法令に基づく最低基準は設けられてい   

ない。   

・放課後児童クラブの質の確保について、どのような基準の内容をどのような方法で担保していくべきか。  
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⑤放課後児童クラブについての財源は、児童手当制度における事業主拠出金を財源とした、サービス量に応じて当然   

に支出が義務付けられるものではない裁量的な補助金と位置づけられている。   

・サービスの利用保障を強化し、また、抜本的な量的拡大を図っていく上で、財源面についてどのような仕組みと  

することが適当か。   

・財源保障を弓垂化（例えば義務的な負担金）する場合には、財政規律の観点からの一定のルール（※）の必要性  

について、どのように考えるか。  

※ 他の制度例では、サービスの利用の要否に係る認定の制度（保育の場合は保育にかけるか否かの判断）、給付の限度額の  

設定、サービスの利用量に応じた利用者負担などがある。  

⑥現行、留守家庭の子どもの健全育成を目的とした「放課後児童クラブ」と、すべての子どもを対象として安全・安心な   

子どもの活動拠点（居場所）を設け、様々な体験活動や交流活動等の取組みを推進する「放課後こども教室」と、一   

体的あるいは連携して取り組むべく、放課後こどもプランを推進している。   

・放課後こどもプランを推進していく上で、両事業の一体的な運営を行っている場合の制度上の位置づけ（人員配  

置や専用スペースの基準等）をどうしていくか。  
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地域の保育機能の維持向上について   



（第11回（9／18）提出資料）  

㌻…－…－…上基本的考え方⊥を踏まえた具体化が必要な後記事項  
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（※ 就学前保育・教育施策のあり方全般に関する検討 → 新たな検討の場）  

l  

l  

：《放課後児童対策の仕組み》 l  
l  

l  

《すべての子育て家庭に対する支援の仕組み》   

妊婦健診、一時預かり、地域子育て支援拠点事業、全戸訪問事業等の  

量的拡充  

質の維持・向上  

財源のあり方  

特別な支援を必要とする子供や家庭に対する配慮を包含  

働き方の見直しの必要性  
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過疎地域の現状（D  

（過疎地域の現状）  

○ 過疎地域は、人口では全国の約8％であるが、過疎地域を含む市町村数では全国の4割を占める。  

図表2 過疎地城が全国に－Jiめる割合  

岳L・・・・ 

．  

市町村数  
（全国1，7舶市町村  

人   口  

（全国12，777万人）  

面  積  
（全国377．915kllf）  

（備考〕1市町村数は平成20年4月1日現在。過疎地域の市町村数は過疎関係市町村数による。  

人口及び面積ほ平成17年国勢調査による。  

2 東京都特別区は1団体とみなす＝： 

《過疎地域の要件》3 （）は構成割合である仁  

O「過疎地域」とは、以下の「人口要件」と「財政力要件」に該当する地域。  
（1）人口要件二以下のいずれかに該当すること  
1）昭和35年～平成7年の人口減少率が30％以上   
2）昭和35年～平成7年の人口減少率が25％以上、高齢者比率（65歳以上）24％以上   

3）昭和35年～平成7年の人口減少率が25％以上、若年者比率（15歳以上30歳未満）15％以下   
4）昭和45年～平成7年の人口減少率が19％以上   

＊ただし、1）2）3）の場合、昭和45年～平成7年の25年間で10％以上人口増加している団体は除く。  

（2）財政力要件：平成8年度～平成10年度の3ケ年平均の財政力指数が0．42以下、かつ公営競技収益が13億円以下であること（施行令第1条）。  
【追加公示】 平成12年の国勢調査の確定人口に基づき、追加公示を行う（法第32条）。  
（1）人口要件 ：上記要件中、各対象年次を5年ずつずらして適用。  

（2）財政力要件：上記要件を、平成10年度～平成12年度の3ケ年平均の財政力指数として適用。  

【出典‥総務省『「過疎対策の現況」について』（平成20年9月）2   



過疎地域の現状②（人口の動向）  

（過疎地域の人口の動向）  

○ 過疎地域の人口減少率は、昭和35～45年には10％程度と著しく人口が減少していたが、その後人口減少率   

は低下し、平成12～17年の減少率は5．4％となっているものの、平成7年以降の減少率は緩やかに拡大。  

（備考）1  

り  

3   

国勢調査による。   

過疎地域は、平成20年4月1日現在。   
三大都市圏とは、東京圏（埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県の区域）、大阪圏（京都府、人  
阪府及び兵庫県の区域）、名古屋圏（岐阜県、愛知県及び三重県の区域）をいい、地方観とは三人  
都市蘭以外の区域をいう。  

【出典＝総務省『「過疎対策の現況」について』（平成20年9月）3   



過疎地域の現状③（人口構成）  

（過疎地域の人口構成）  

○ 過疎地域における年少人口（0～14歳）の割合は、全国と大きな差は見られない。  

○ 年少人口（0～14歳）の推移は、全国に比べ緩やかではあるが、一貫して減少傾向にある。  

【図表17 0、lムl凍人nrハ経緯にノ）いて】  

■千ん－  

1E・1； 

i幽疎地域  

全  国  

Ol埠．  ○（熱  4帆  

（備考）平成17年同勢調虻による∩   

＜参考＞  

圏域   
年少人口（0～14歳）  全国の年少人口に占める  
（単位：千人）   各圏域の割合   

全  国   17，521  

三大都市圏   8，407   48．0％   

地 方 圏   9，114   52．0％一   

（うち過疎地域）   （1，346）   （7．7％）  

■；、十   

上嶺躊珊壇lヨ言軍1リ隼イ1日1n斡願   

主平成l．りlまて－1J・トロJま苅鴨■▲にJ．て〉． 

3ナ障Jl滞零l犠‖〔ト軋〃町射耶甘 ＿「1平成】㌧ltlごR粁書い．t′・中付欝††さ－⊥て   

卜同音什宝†宇摩・左∩間曙研瑠璃：に」．1－  

i叶過疎地♯1？ノ、樗削■lま、ナ罰rJ～譜††伸上・・J、′せ躁地域LJ・稚即憾l栓絆檜l豊穣呵寧堵試算】亭‘引・「算出∴ナ  

H17国勢調査より   

【出典：総務省『「過疎対策の現況」について』（平成20年9月）】  

【出典：総務省「時代に対応した新たな過疎対策に向けて（これまでの議論の中間的整理）（平成20年4月）】4   



過疎地域の現状④（財政状況）  

（財政構造と財政力指数）  

○ 過疎関係市町村の1市町村当たりの歳入に占める地方税収割合は約15％（全国約37％）に過ぎない。  

○ 市町村に財政力を示す指標である財政力指数をみると、過疎関係市町村の平均は0．25（全国平均0．53）。  

図表9 財政力指数段階別過疎関係市町村数  

（単位：団体、％）  

区  分  
平成18年度  

市町村   

9  

0．1未満  
（1．2）  

233  
過  

（31．9）  

疎  
291  
（39．8）  

lfi5 
地  

（22．6）  

33  
域  

（4．5）  

計  
731  

（100，0）  

平 均 値 A   0．25   

全国平均値  B  0．53   

B－A   0．28   

図表8 平成18年度 市町村歳入決算の状況  

備 考）1総拷雀㍉平成川年度地方財政状況調査 に⊥る 

＝ 過疎地域は、平成20年4月1日現在．    3 一献過疎地域のうち、チータを取得できない378区域について過疎関係市町‡寸から除いている 

ミ備考）   1総韓省1地方財辟状況ポ査」及びi地方交付税等関係計数箪科＿i・∴上る．。  

ヱ 過疎地域は、平成20牛4月1日現在。  
ユ 財政力指数は、平成16年磨から平成は年度まで才）各年度ごとに地舟酎寸税げ＿）算定に榔、た基準財政収入額を基準財政需  
要額で降し．て求めた数値いト敦点第3位を四捨五入）を平均Lたものであるゎ なお、一郎過疎地城については、合併前m  
旧市町村の数値（合併算定替）に基づく山  

4 r）は団体数合計に対する構成比である。  
5 平均値は単純平均であり、全国平均値においては一■郎過疎地戚を有する市町村も 一本策定を開いている。  
6 分村合併Lた山梨県旧ヒ九一色柑については、1団体とIJて算出するり  

【出典‥総務省『「過疎対策の現況」について』（平成20年9月）5   



人口減少地域に関連する保育制度の概要①  

（小規模保育所（認可保育所））  
○ 認可保育所の定員は、原則60人以上とされているが、定員60人以上とすることが困難であり、20人以上の  

たせば  育需要が継続することが見込まれ、他に適切な方法がない場合、  

。認可保育所として地域・定員規模等に応じた保育所運営費を支弁。  ることが  

（1）設備・運営について児童福祉施設最低基準に適合  

（2）次のいずれかに該当  

（D 要保育児童が多い地域に所在し、入所児童の概ね4割以上が3歳未満児  

② 過疎地域をその区域とする市町村内に所在  

③ 入所児童の概ね8割以上が3歳未満児、1割以上が乳児  
（3）定員20人以上  

（4）施設長は保育士を配置するよう努め、保育士その他の職員については最低基準等に定める所定数を配置  

保育所の定員規模、設置、遷宮上体別施設歎   

常  私  計  常  

構成比   実 数   構成比   実 数   構成比   

（ニーも ほ皐所〕   細）   （か所二‡   （t．射   

人  
（別封   持．2二き   沌：il二：－   く5．射   

l‾ 〉－  

11，コ4⊥封   沌．封  

、－：jr）  5f淵   4．9   64コ  J．J   1，：11   5．3  

＝．ご15）   （1〔l．3二）   睦月告   （二7．7）   〔＝，（J三洋）   拍．1：）  
31■、・45  1，1別1   10．3   帯74   7．S   2，064   9．1  

に．155〉   （1七草．3こ）   （2．635）   （二24．2）   り，79（り   （：21．封  
46－－・別I  ＝，073   1とく．0   コ．676   コ3．9   4，74t‡   20．9  

（丁．丁6射   （66．1 （ （G2．3 （14，533）   （64．2）  
信ト、  7．678   G6．6   7．018   G2．6   14，69fi   6ヰ．6   

（11．75ニ三）   （‾1冊．0）   （10．87ニ三）   （100．0）   （2コ．624）   （′100．小  

計  11．51巾  1（I軋0   1 100．0   ココ．720  10（1．0   
’5n．7：  ：：4り．3：：，  く： 

騒相  手ト真綿祉施設調査軸・甚・くヰ戒18年1疇〕目1［】現在：：l  

卜段括弧書きミi、酌年10月1口呪什  
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人口減少地域に関連する保育制度の概要②   
（へき地保育所（認可外保育施設））  

○ へき地保育所（認可保育所の設置が著しく困難な地域に設置される保育施設であって、市町村長が以下の   
次世代育成支援対策交付金（ 基準に適合するものと認め、指定した認可外保育施設）に対して、 ソフト交付金）  

において補助（※20ポイント）。  

（1）設置場所が、以下の①～④にあること   

① へき地教育振興法の規定によるへき地手当の支給の指定を受けているへき地学校の通学区域内、   
② 一般職の職員の給与に関する法律の規定による特地勤務手当の支給の指定を受けている公官署の4キロメートル以内、   
③ ①・②を受けることとなる地域内   

④ ①～③に準ずるものとして市町村長が認める地域内  

（2）設備・運営が以下の基準に合致すること   

① 平均入所児童数が10人以上（※10人を下回る場合2年間は経過的に対象）であること   

② 既存建物（学校等）の一部に設置する場合、設備をへき地保育所のために常時使用できること   
③ 保育室・便所・屋外遊戯場（付近にある代わるべき場合む）その他必要な設備を設けること   

④ 必要な用具（医療器具、医薬品、机、椅子等）を備えること   
⑤ 保育士を2人以上配置すること（※やむを得ない事情があるときは、うち1人は保育士以外の者で代えることができる）   

⑥ 保育時間等については、地方の実情に応じて定めること  

○ 入所決定は、市棚割こ必要があるときはその他の児童につき実施。  

※なお、次世代育  援対策交付金の  15000  20000  25000  30000  35000  

【出典‥平成18年社会福祉施設等調査】7   
平成18年度交付決定数は676箆逝  



過疎地域を含む市町村における認可保育所の現状  

（定員・在所児数規模別の分布）  

○ 過疎地域を含む市町村にある認可保育所の規模をみると、定員規模では51～60人の規模が多いが、  

在所児数規模では、30人以下が多い。  

（か所）  

2，000   

ナ，β00   

7，600   

7，400   

7，200   

7ノ000  

∂00  

600  

400  

200  

0  

3〃人以下 3†～40 1日～5〃  引～甜 （け～7（I 77～β○  β7～卯 jけ～川¢ 川丁～†川†丁†～丁20†27～75〃 帽丁～200 2（川人以±  

（出典）厚生労働省「平成18年 社会福祉施設等調査」における認可保育所の定員階級・在所児数階級ごとの保育所数につき、  
過疎地域を含む市町村（平成20年11月時点：731市町村）に係る数を特別集計したもの。  
※なお、「過疎地域を含む市町村」には、過疎地域以外の地域を含む市町村が約3割ある。  

（参考）  

全国の定員  

規模別分布  定員120人超：15％   定員91′～120人以下：22％  定員61～90人以下：27．6％  定員60人以下：35．3％  

β  



へき地保育所の現状②  

（定員・在所児数規模別の分布）  

○ へき地保育所の規模をみると、定員規模は21～30人が多いが、在所児数規模は20人以下が約8割を占める。  

了0人以下  7丁～20  2丁～30  3丁～40  4丁～50  5了～60  （‖人以上  

（出典）厚生労働省「平成18年 社会福祉施設等調査」におけるへき地保育所数を定員階級・在所児数階級ごとに特別集計したもの   

9  



過疎地域における幼児教育経験者比率  

○ 小学校就学前に幼稚園又は保育所（へき地保育所含む）を経験した比率を見ると、1970年頃は過疎地域と   

全国とで大きな格差があったが、近年はほぼ格差がなくなっている。  

○ 過疎地域においては、全国と比べ、幼稚園就園率が低く、保育所在籍比率が高い。  

台 
厘】     蓑21幼児数経験者上     一重   

昭和45年度  昭和55年廣  平成2中産  平成7年産  平成11年摩  平成Ij享年度  

区分  

過疎   皇国   過琳   全国   過碑   全国   過礫   全国   過疎   全国   過疎   全国   

57．ヰ  Tf；，1  日7．6  gl，2  95，0  95．6  95，5  95＿0  98．3  9t〕，T  9丁．1  96．5  

18．3  53．8  35．′l  6ヰ．4  3・l．9  6′l．0  34．ヱ  62．8  34．9  51〕．9  ：絹．1  57．丁  

39．1  32．ヰ  5ヱ．2  2¢．8  60．1  31．5  61．3  32．コ  郎．4  3tう．8  6l．0  38．S   

〔備考）1全国は文部科学省「学校基本調査」及びr社会福祉施設等調香j による白  

ご 過疎地城は総務省謂′㌔  

※備考  

＜幼児教育経験者比率＞  

①全国は、各年度の文部科学省「学校基本調査」（数値は各年度5月1日）及び前年度の厚生労働省「社会福祉施設調査」による。  
②過疎地域は総務省調べ。  

③それぞれの数値は、次の算式による、なお、保育所にはへき地保育所を含む。  
幼児教育経験者比率＝幼稚園就園率＋保育所在籍率  

幼稚園修／音数  
幼稚園就園率  

小学校第1学年児童数  

前年度保育所在所児数（5歳／2＋6歳）  
保育所在籍率  小学校第1学年児童数  

【出典：総務省『「過疎対策の現況」について』（平成20年9月）】  

【出典：総務省「時代に対応した新たな過疎対策に向けて（これまでの議論の中間的整理）（平成20年4月）】  
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（第2回・第3回 保育事業者検討会 委員提出資料（抜粋））  

（参 考）※下記は（社）全回私立保育園連盟として全日の保育恥に向けて呼びかけている捷  

実字項です。  

ホーム保育（＝家庭的保育）とマイ保育園（＝かかりつけ保育園）制度について   

【課題憲議】（考え方）   

待機児iが集中している地域などにおいて、紐可保育園の拡大が困難な状況の壌含、  

家庭等のスペースを活用して、ニーズに河し柔1則こ対応していく仕紺みを≠築する。  

この場合、一定の資を確保するため、認可保育園との連携を囲った制度とし、市町村  

事業とに連携を密にしながら、乳児棄岳全戸訪問事業のフォローアップのためにも、  

保育濁が個々の家庭と連絡できるようにし、幸庭支援の棟となっていく。  

【具体的提案】   

り「ホーム保育j（棄産地保育）  

0中心になる陸可保育間と連携することを基本とし、3歳末♯児の保育の受け皿  

として近隣家庭や、地域の公民館などの空きスペースを開放し、（仮）「ホーム  

保雪」として拡大を回る。  

0中心保育園には「ホーム蕪青」をバックアップするため「保育コーディネータ  

ー」を配電し、中心間との阿児の交流や保書実施l＝伴う保育者の研♯、保育相  

談等を希う。  

0認可の要件  

2〕マイ保育園（かかりつけ保青園）  

認可保育笥が蓄積してきた保育に関する技術と能力を、地域の在宅子育て家  

庭に生かす。   

0妊娠から幼児までの子どもを、長春りの保蒼園に塁蝕する  

書換血の役割  

・妊娠から誕生、幼児までの育児不安や離乳食などの相談  

イ保育コーディネーター」を中心に在宅の親子の支援活動  

（親子ひろば開放、育児講座の闇催、親子サークル支援など）  

3）実施主体：市町村  

4）補助対象・補助内容  

・rホーム保書Jrかかりつけ保青圃jを採用する中心保育睡＝＝対して  

保育コーディネーター1名配t  

・「ホーム保育」の遺児には年齢別保旨耳偏／保育料が連用される。（蓼横肘）  

・スペース料 等  

5）事業の展開、その他  

G〕既存の市町村が行っている同権の手業について、整合を図るとともに、本制  

度に活用していく。  

②全国私立保育園連盟がルネッサンス運動の一環として主唱し、地方租織や会  

乱闘が地域に対して公募し、呼びかける。  

例：ポスター貼付 「ホーム尿爾を節讃しませんか」  

「赤ちやんが誕生したら、登縫してください『かかりつけ保育園山  

3歳末満児  3■－6名  

（家庭などの空音スペースを活かして∴最低基準に照らして、広  

・対象  

・保育室  

さに応じて受け入れ定数の拡大は可能とする，ただ」6人まで）  

・保育体制 保育士または看護師の有資格者  

職員定数憬年齢別最♯基準定数の配置（最低2名）  

・調理体制  中心保育園からの支援体制をとる。  

・行書等  中心保育園の行■等可能な活動に参加する。  

・臓員研修・休職等の体制  中心申から支援体制などにより研蛛や休暇などを  

実施する。  

＊なお資格要件については、将来ファミリーサポートセンター、在  

宅支援サークル活動などなどの子育て支抹香養成と同様に、独白  

資格を検討していくことも考えられる。  
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検討の視点  

了2   



情報公表・第三者評価等について   



現行の情報公表・情報提供の仕組み①  
（認可保育所に関する情報）  

○ 現行制度ヒおいては、市町村に対し、認可保育所の運営状況等に関する情報提供義務が課せられている。  

○ また、保育所に対して、地域住民への当該保育所の保育に関する情報提供の努力義務が課せられている。  

◎ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）（抄）  
第二十四条 （略）  

2～4 （略）  

5 市町村は、第一項に規定する児童の保護者の保育所の選択及び保育所の適正な運営の確保に資するため、厚生労働省令の定めると   
ころにより、その区域内における保育所の設置者、設備及び運営の状況その他の厚生労働省令の定める事項に閲し情報の提供を行わ   
なければならない。  

第四十八条の三 保育所は、当該保育所が主として利用される地域の住民に対してその行う保育に閲し情報の提供を行い、並びにその   
行う保育に支障がない限りにおいて、乳児、幼児等の保育に関する相談に応じ、及び助言を行うよう努めなければならない。  
2 （略）   

◎ 児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号）（抄）  

第二十五条 法第二十四条第五項に規定する厚生労働省令の定める事項は、次のとおりとする。   
一 保育所の名称、位置及び設置者に関する事項   

－の二 当該保育所が認定こども園（就学前保育等推進法第六条第二項に規定する認定こども園をいう。以下この条において同じ0）  
である場合にあっては、その旨  

に関する事項  二 保育所の   

次に掲げる保育所の運営の状況に関する事項  

関所している晴間  イ 保育所の  

口 保育所の保育の方針   

ハ 当該保育所が認定こども園である場合にあっては、就学前保育等推進法第四条第一項第三号及び第四号に掲げる子どもの数   
二 当該保育所が私立認定保育所である場合にあっては、第二十四条の二第二項の規定により都道府県知事に届け出た選考の方法  
ホ その他保育所の行う事業に関する事項   

四 法第五十六条第三項の規定により徴収する額又は就学前保育等推進法第十三条第四項の規定による保育料の額に関する事項   

四の二 当該保育所が認定こども園である場合にあっては、法第三十九条第一項に規定する乳児又は幼児以外の子どもに関する  
利用料の額   

五 保育所への入所手続に関する事項   

六 市町村の行う保育の実施の概況  

② 法第二十四条第五項に規定する情報の提供は、地域住民が当該情報を自由に利用できるような方法で行iものとする。  7   



◎ 保育所保育指針（平成20年厚生労働省告示第141号）（抄）  
第一章 総則  

4 保育所の社会的責任  

（1）  （略）  

（2）保育所は、地域社会との交流や連携を図り、保護者や地域社会に、当該保育所が行う保育の内容を適切に説明するよう努めな  
ければならない。   

第六章 保護者に対する支援  

2 保育所に入所している子どもの保護者に対する支援  

（1）  （略）  

（2）保護者に対し、保育所における子どもの様子や日々の保育の意図などを説明し、保護者との相互理解を図るよう努めること。  

2   



現行の情報公表・情報提供の仕組み②  
（認可外保育施設に関する情報）  

○現行制度においては、認可外保育施設に対し、利用料、保育士等の配置数及び勤務体制、保険に関する事項   
等について、都道府県に対する報告を義務付けている。  

○都道府県知事は、必要と認める事項を取りまとめ、市町村長に通知するとともに、公表するものとされている。  

◎ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）（抄）  

第五十九条のこの五 第五十九条の二第一項に規定する施設の設置者は、毎年、厚生労働省令で定めるところにより、当該施設の運営の状況を  
働こ報告しなければならない。  

2 都道府県知事は、毎年、前項の報告に係る施設の運営の状況その他第五十九条の二第一項に規定する施設に関し児童の福祉のため必要土  
認める事項を取りまとめ、これを各施設の所在地の市町村長に通知するとともに、公表するものとする。   

◎ 児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号）  
第四十九条の七 法第五十九条のこの五第一項の規定による報告は、次の各号に掲げる事項を都道府県知事の定める日までに提出することにより   
行うものとする。   

一 施設の名称及び所在地  

設置者の氏名及び住所又は名称及び主たる事務所の所在地  

建物その他の設備の規模及び構造  

施設の管理者の氏名及び住所  

開所している時間  

提供するサービスの内容及び当該サービスの提供につき利用者が支払うべき額に関する事項  

報告年月日の前日において保育している乳幼児の人数  

入所定員  

報告年月日の前日において保育に従事している保育士その他の職員の配置数及び勤務の体制  

保育士その他の職員の配置数及び勤務の体制の予定   

一 

二  

三  

二
三
四
五
六
七
八
九
十
十
十
十
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現行の情報公表】情報提供の仕組み③（認定こども園）  

○ 現行制度においては、都道府県に対し、認定こども園を利用しようとする者に対し、施設の名称・所在地等を   

周知する義務が課せられている。  

◎ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）  
（認定こども園に係る情報の提供等）  

第六条 都道府県知事は、第三条第一項又は第二項の認定をしたときは、インターネットの利用、印刷物の配布その他適切な方法により、当該認定を受けた  

施設において提供されるサービスを利用しようとする者に対し、第四条第潮こ掲げる事項及び教育保育概要（当該施設において行われる教育及び  

保育並びに子育て支援事業の概要をいう。次条第一項において同じ。）についてその周知を図るものとする。第三条第三項の規定による公示を行う場合も、  

同様とする。  

2（略）   

（認定の申請）  

第四条 前条第一項又は第二項の認定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書に、その申請に係る施設が同条第一項各号又は第二項  

各号に掲げる要件に適合していることを証する書類を添付して、これを都道府県知事に提出しなければならない。  

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名  

二 施設の名称及び所在地  

三 施設において保育する児童福祉法第三十九条第一項に規定する乳児又は幼児の数（満三歳未満の者の数及び満三歳以上の者の数に区分するものと  

する。）  

四 施設において保育する児童福祉法第三十九条第一項に規定する乳児又は幼児以外の子どもの数（満三歳未満の者の数及び満三歳以上の者の数に  

区分するものとする。）  

五 その他文部科学省令・厚生労働省令で定める事項  

2（略）   

◎ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則（平成十八年文部科学省・厚生労働省令第三号）  
（法第四条第一項第五号の文部科学省令・厚生労働省令で定める事項）  

第四条 法第四条第一項第五号の文部科学省令・厚生労働省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。  
一  認定を受ける施設について幼稚園、保育所又は児童福祉法第五十九条第一項に規定する施設のうち同法第三十九条第一項に規定する業務を目的と  
するものの別  

認定こども園の名称  

認定こども園の長（認定こども園の一体的な管理運営をつかさどる者をいう。）となるべき者の氏名  

教育及び保育の目標並びに主な内容  

第二条各号に掲げる事業のうち認定こども園が実施するもの  

三
四
五
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現行の情報公表・情報提供の仕組み④  
（子育て支援事業）  

○ 現行制度においては、市町村に対し、子育て支援事業に関する必要な情報提供の義務が課せられている。  

◎ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）（抄）  
第二十一条の十一 市町村は、子育て支援事業に閲し必要な情報の提供を行うとともに、保護者から求めがあったときは、当該保護者   

の希望、その児童の養育の状況、当該児童に必要な支援の内容その他の事情を勘案し、当該保護者が最も適切な子育て支援事業の利   

用ができるよう、相談に応じ、必要な助言を行うものとする。  

② 市町村は、前項の助言を受けた保護者から求めがあった場合には、必要に応じて、子育て支援事業の利用についてあつせん又は   

調整を行うとともに、子育て支援事業を行う者に対し、当該保護者の利用の要請を行うものとする。  

③ 市町村は、第一項の情報の提供、相談及び助言並びに前項のあつせん、調整及び要請の事務を当該市町村以外の者に委託すること   

ができる。  

④ 子育て支援事業を行う者は、前二項の規定により行われるあつせん、調整及び要請に対し、できる限り協力しなければならない。  

◎ 保育所保育指針（平成20年厚生労働省告示第141号）（抄）  
第六章 保護者に対する支援  

3 地域における子育て支援  
（1）保育所は、児童福祉法第48条の3の規定に基づき、その行う保育に支障がない限りにおいて、地域の実情や当該保育所の体制等  
を踏まえ、次に掲げるような地域の保護者等に対する子育て支援を積極的に行うよう努めること。  

ア 地域の子育ての拠点としての機能  

（ア）～（ウ）（略）  

（工）地域の子育て支援に関する情報の提供  

5   



市町村による情報提供の例①（金沢市）  

」  

4臣趣師・ 

6 ここパ．   

8鞄蜘・。 

10勤甑ト   

14雛   

24顔取組   

34如・、、、   

40掛   

44陸陶－  

48唇添軌 

50弥恥伽  

52甑 

54添軸折   

56敵r   

72陶妙－  

76馳臥   

79添添恥   

80添加ト  

金沢子育てお役立ちBOOK 会沢子胃て寧ろテ‾ション  

コンテンツ  野の草野範重岬坤  
金沢市叡胃プラザ萬擢  

鱒鱒・赤ちやみ  

保育園  

託児  

幼稚園  

相談  

助成  

グループ  

育休・再就職  

子どもの障害   

：ひとり郁  

子連れスポット  

体験・参加  

小学生   

市子■て睾招体系   

INDEX   

〆津城   

弼  
、，＿♪■ 

㌔  
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辱■楕は．楓■キの仕暮やi気なとのため賓  

由で■■す香ことがで舌なLtll舌に優■tに  
代わって離攣■のれ畑兜毛偶■すも兜嘉1亜  
慮pです。重訳市には1ほ力稗由優丁椚が為  
り、モ戒l内■は市丑1ユ力布．札止98力賄、■  
丘1カ所です。躍■稀へ¢入所決t、保■胴井  
冠l手丁ぺて毒i尺市でおこ在ゎれていtす．  

保胃科一驚廿晰帽潮蘭確珊瑚珊醐恥，とおりてす．  

許育断とは  

tr＋lは   

円  βつ   

入再河■陀  

■稀隋h   

領＝l肖‖■   

申  込  

厚生㍍11薗   

ピTIモ腐古に代ゎてて児靂モ，冒萌す点こ「   

保隋騙巾琵貢 覇気l；と巾積憤；こ」．リ．塚臆で情爾丁も∴十月■ぐ亡く＝・と  

l男山仁．れ．仁一コ嵐乃、ら小芋帽．．i．．聖前事方曳瞳   

．1j丸山ねTチユニー・】崇丁）：信て   

「箪畔1口別間間   

l亡嘆か昔ir夜空に叶仁さここ・ユ滞躊昭一封矧軋  

草履適中け七成頑咤正一」ユ．．迂■に焼鳥が砲拒は関時男け付けます  

手蝋華」封耶乳針謬打儲丁柚へ  

Jこ平lた1▲ヨ守．電二′  

鵬■正対  与巧‡こ日lキ停電月■l：．1：＼■Tる偲≠‘万i▼綬鹿ざ正  

人富■   生還伴繍退L二ふ古紘作用世1  

E串】i■   市民層非押l鼠世帯  

⊂l甘■  市民・畷均等粍t力闘Lウみ凸ご■  

Cコ粁膚 l別封耶即開聞哨潤朋  

Dt甘．■  弼掛橋山野餌止岬博司虹洒欄  

田…  巧－I村山可部巾〕RLここ上l≡J正n円木満山■二世♯  

m鷹■  所得楕【た事Ⅶ汚jl］円艮⊥J5．［仁山円木欄直情≠   

C叫冊． 剰I横広上間絶佳将円上J⊥丁こ＝一．こ仰円克郎J碑林   

制■ 剰耶引用丁釦耽嘲円最上禦≡、繁rI円蔚山用欄   

E嘲■i■  薫く雷杓め1遍路霊山RL・：⊥け亀［相円宗これ爪世帯  

D7職t  清輝揖n鞘l才i〔瑚円じu＿刷慣即硝．畿巾ゴ＃   

［璃■  滞博明匠湖拙紺1こtn円以⊥d敗亡巾押モ完1巾≠＃  

E句t僧  吾博抗告輔4類〔dコ円LJ⊥種村＃   

モ＝ぢ右．僑冨雷1：ユ¶ 軽電」一言一＿・r要一きIl・rL・たLニ（L．γ摩一畑まれ   

エ王しく・：ゴ．芸ユリ可丁こ亡L砿互三甲までよ．開い昌キ■せくださL・，  

う1Ll上上一モ    ミ．■キ，環二q  
lり、に‾コきン   tり．に二増I  

D円  ：申ヨ  

乙棚〕円  〕．≡甜円  

6．5：旧円  乳江沿円  

乳棚円   12．肛打円   

り．1α）円   略2朗円   

仙郷円  】乳1抑門   

別．緊迫円   ユヨ．6山門   

エコ．ヰ〔船円   乃，らtXl円   

25，抑円   35．1亡屯円   

錐．100円   娼．5∝l円   

27．せ閉門   ヰヱ，7∝】円   

～丁．肺門   ヰう．咄円   

～7．鵬円  1旭．き加円  

【優■R】  

▼雨一世帯で2人最上入願さ托てい古壇台  

・禿2三事につい亡軋 如2分めI瑠巻霹   

‡翳1子．需三吉Ⅳ粍にコ■夫よ疏とき義2子はヨ分巧1裾当■）  

一撃3ぎ罠職について旺劇押になりま雪  

乳抽稚■、評定こども■．百折こども虎■■融電ンター、く几よん  

ロうT．1可なかよし臨うすに入所・壇翻してい呑11穏も疾■札■正  

方■Å∬に蕾み豪雪．  

▼布巾擢と市民損のさf■税建蠣で－．ひとり慨世書、荏宅■■繁1■I   
のい局世…践ほ．申■によっ礫■柑免はげ54●解ン  

▼緊碑lこよつ■■し丁半月軋上果無心た■畠．飛躍あり   

1こども疇社虞 薗22㊥一2己99  

組定ことも■  

†買爾軋ヒ現職間鈴モれぞ上帝朝原虻月一1l－しな（・くう．斥攫吾が勲L・r・憎．いない」樗l汀十日胴囲け  

プと†．吾習汀入れて．油」q亨Ill‥叫■n■一班甘≠二んこら1つIlてい斎「．■兇m稚巌中細ザ打t・こ●．tこ明l  

な－－Jも＃押し・rい離すく  

■勘やこのもりことも■  

甘木町1ユ・那＝噂茶醍■■、際■油■■’l 愁ココトも弛β  
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【休日環胃l巨と磯・璃ヨ∑罠凱丁石l崇通電帯  【夜中環■】  【柄児偏■コ   
r  顎可働いてぃ景・尿媒割こり方寸招．1：躍．t．軍憤．壬■r  し．一．T招福周や   

l  叩か二・Tl．・≒．丈≡す．  よ＝二・リリます   

一  
どよⅧ師  

・：ドEノニ〔j圃に．フ、管しJ・r．’L・君＝・子亡しこコ許 ・ニコニコ評  
〔   

諾E呈二号≡器買誌ヨ  糾細／‖＝Ⅸト罠：qロ  ■i潮音珊エ： 
〔：  

（延長環打撃：朕ト11：ロD．，   

l
＿
 
葵
㌧
、
 
 

各穫サービス  

【延贋保胃】  
耶戸．＝【寸㌍・：7il∴F；拍1そ：i重云  

弼■コケrl■；轡間巾1こ揖曳コrE云L・て  

で梢．－二・1値Itl㌢＿L㌻Jlず爾碕  

宮‡訓甘巧まて1＝．丁ニー山1⊥l＿て■   

1！二：望コム．．・．筒IJ：：・畠：t．・二し・’：〕・1▼l  
け王叩イJ言  

＝正硝し．ていふ既児ご・‘：Ll児lヲ躇牒   

穫書・州原1竜 一確代層■事  
雪．ト己－1年・諷闘l．ド去Jlr一 亡二ユ：尋．てす．  
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紅篭駐で貰芸芸宝稽一光13－トほ  

虹宣：Ⅲ簡■宰町B一畏  
匿正志脚由一什瞑心2月  
酢コ鷺u聯搾＝帥灘沌胡  
証票菰望＝こ罰則描－1  

2巴草コ▼－一三：□01  

定■．・′月5空S   

屏■糟肝′11二OD如才ヱ．ロD  

t囁鼻＃■ 7．［¢～11DD〉  

定■ノ′3】〉名  

l児■トウ1■ライトステイ相川朋廿し‖】  
…′1己貞舞茫・コ丁上†．打宥  

膏題意ご・「・止郡‥－恒稀附lニ汚．符「㌣・J＿リ㌧ 児通・コ1正  

司わ■忙た・机㌢持帰・＿・てて．L二・．＝i蒙ト げ2ヨ中畑   

【子■て支局センター】  
彗繭Hi：臨：1二1月l塁．ご1t 戯Lr㈲Tll璧出．嘲．巧  
珊lま 弼1甲．tl一‘丁∴ノ＼・カ彗膵．1王凛・1・れ動ノ・車  

驚こ∴ご士：aこ‖り牛てい三了．：「■［頑℡師：   

【重訳手■て■ステーション】  
草野嵩ア宵rつ章1■軒ふ⊥．＿・r巾■．1しこ牒野【r5T  

T．i．柏；巳ユ王こ・：て．・・壬す．，廿・rl℡媚：－   

・〔l一Ⅳ†▼∴二∫二JTr十且・ごり．L－㌻lこ▼：rT 二け吏  

「‾二   

丈乳児保育1  
．耳・山手隅町Lてrlrlヒ芯・け」．上てトニ．・⊥烹7、  
・封軒．√一覧．．rJ▲亡卜す軌  

隋け胞打席綱所の入所由し迫み闘咽とぉ志は   

咽じ．翌ぎ汀あれぼ相野入市可能で【可，  

：叫遭罵僑■料亡は諸に虻最良1nなとが   

必中です．  

【休8－町間引  
ヨ智・門口に．・軍．研汽宣・再現阜鶴橋 語間押野．  

翳LIまノブ」＿て∴ノユ帝た打 一式‡飢こ子とも打良  

法が匡厳にち：「た鶉さ河ノIt－＿‥rき．√■丁．i仁  

JP2占ぜ酔ぎ．1  

淵幽庄折  可臨書弓  
中村¶15－7  ヱ41一組37  

【一打尉剛  
信詳七．ナl‘輌1隼訂闊門票L亡 【キ酌L＿rLLT一  
工二巴描かてさ．・Jい膿昌平 蹄兵リフト∵⊥て丁  

三一こ二巾なl‾r河八一▼＿：丁モ．1ミュま盲・）1F■26申開：   

【24時間保疇】  
乱凛椚・しと．認眉＿．鮎崩して－∴・忘！雪用童をつ！央  

l、‾子とも堅田・■I・－」rモ．、†∴キま李．1■且■こ－二：・や河  

ヨEj＿引手て1．「F苛一一朝鰯・邦零才てlT・瑠吾、」＿iてすL．  

戸綿－かっ立場ユて箪rtざT’lrL・・芸ざ，・：当コよこ‾  

甘望ヨげ欄ヨ仁亡声u牒・∴  
■・竃：打『西中l鷲繭而ト‾J．．而．ノrいふ子と〔．笹津  

【年末儒F】  
王〒も庇い∵い亡く冤持病れ下山．「爪．－1ごロコ■ヨ  

ロ．］仁・臼．てり上l己勺＝l・二lてt．±1ま7■．  

こ仁詩・背嚢吾・’専売た；一驚 －Ft勺一章キヨ■  

ニr、iT】貸17督：」に軌．▲迂〒て◆闘l●jわ・広世   

コ琉干1雷．㍉こ1丁拍R ：lボL．・，エコ l一軒脛   

【統合照輝】  
＿・銅1丁：・卑l！l－．撃！、・ト和す三■ニ≡て持jl王．た鯵て．  

箕㍑－1西コ‘Jコ．こ㌶さL：…ニート三・ニミ魔王一托さ〔J．成層  

二．二t【－■縫凪て叩．▲．】■－．こ÷ト▲‾‥†スj  

耳彗音符，：．L・∵円芦．L一弘 り：1●・二十－・㌣樵  

【ヱ錬h】  

年間竜j疇して10召禰霞  
【申込I  

窃．■、書瞥醜、1ケ月中憶で  
腋月煮でに申し込み．星空力■  

磨れl用時相可覿．  

【利用増凛l  

竃より1か媚古2，□0□円／白  
ほヱ：価ま‾ごlよさ細円．′’蝕）  

（ヱ5：（将露でほ珊円＿ノ・√昏：・  

8  



■
椚
＿
－
駈
駐
凱
■
＿
□
 
 
 

保育所（国）【覧  
乳児－㌍三芳1克言ノト写  

＜金沢市中央地区＞ 、7Jプ1周  童話論考 二至宝 肌用 ミ≡排！こ」言し戻等倍胃師l郡＝沌：や加  

F9－101本町ト2－16 233－1649社福7：00仙柑：0し－ －】9：00 90 2 0 0 0 中央 子、体   

F9－】02 否林坊2－5－24 23ト3456社福7：00－t8：0し －22：00 90 2 0 0 0 中央 体  

F9－－03醐坊2－5－2423ト3456社酎1：00－2Z‥D〔アミ1？品30200一中央硬、休  

F】0－1鋸長町ト5－30 263－5906 社福7：00～18：0し ～20：00120 2 拠 0 0 中央   

F9－105 長町3－‖－‖ 264－1900 社描7こ00～18：OC ～柑二00 90 2 拠 0 0 中央   

F9－106 長土i馴－2－9 23ト5460 社福7：00～18：00 ～愉00 60 2 0 － ○ 中央 夢   

Glト】07菊川2－8－13 231－3429 社福7：30～柑：3〔・～t9：00 60 2 0 0 0 覇‖J町   

F8－108 瓢箪町8－22 2Zト6611社塙7：00～18：0〔～t9：30 80 2 0 0 0 明成 体、夢  

G9澗紹町2－】摘23ト5ヰ74社摘7：00～柑：0〔～－抑602000  

＜金沢北針北部近郊地区＞  

H4－110 八田町渠572 258－0333市立7：00～18：0〔～19：00106 2 0 0 0 霜本 夢   

15一日 南宗本町ヌ139 Z58－0758社福7：00－18：D〔～19：00 90 2 0 0 0 森本 夢   

H5－＝Z 弥勒打力112 25ト1260社福7：00－18：0こ ～柑こ00120 2 迎 0 0 森本 夢   

一 

」3－114 岸川町に46 258－0158市立7：00～18：0〔一 ～柑：00 70 2 0 0 0 花園 夢   

C2－115 富野町ホ79 257－5404市立7：00～18：0〔～19：00 40 2 0 0 0 三谷 夢   

G8－t16 元町卜丁一7 252－M8市立7：00－18：OC ～19‥00 95 2 拠 0 0訊刃町軋夢   

G9－117 東山2－柑－g 252－2662社描7：00－】8：Oe ～19：00 45 2 0 0 0 存山町夢   

G8－；18 神宮寺1－1ト15 252－9750社椙アニ00～ほ0〔－19：00150 2 0 0 0 福山町子、病   

柑－119 生田町郎6－3 258－0721市立7：00～18：0［～19：00 79 2 0 0 0 不動寺夢   

F8－t20 京町3－43 252－t550祉福7：00～18：0〔→19：00 90 2 － 0 0 浅野即   

日7－121神省内町へ29 251－1250社福7：00－18：DC －柑：∞1ZO 2 拠 0 0 小堀 寧   

日ト122 小坂町ケほぃヰ252－6800社福7こ∞－柑こOC ～19：00 60 2 0 0 0 小坂 夢   

G7－123 三池町145 252イ814社格7こ00－t8：0〔1～19こ00180 2 他 0 0 ′川亘 夢   

19－124 山王町2－85 252－0ほ5社福7：00～18二0じ －19：001ZO 2 0 0 0 夕日寺夢   

H6－125 疋田町ハ302 258－1321社招7：00～18：OC ～柑：00120 2 0 0 0 千坂 夢   

G9－126 東山3－29－22 252－1414社椙7：00－18：0（う ～19：00 60 2 0 0 0 馬場   

C3－127 二俣町ハ5－1236－1044社福7：00～18：0〔ノ ～19：00 45 6 0 0 0 医王山  

※保育所（回）は小学校区に関係なく選′∬ことかできます。  

※記載のデータにつし＼ては20年度の状況です。  

※一時保育拠昇・・一時保育を重点的に実施する保育所です。（P26参照）  
※その他－‥子／・／子育て支援センター、幼／ノ／幼児相言炎宣、休／休日保育、休－／休日一時保育  

24／ノ24時間保育、琴／ノ‘会沢子育て夢ステーション、夜／′夜間保育、病／’′病児保育  
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病児一矧別号 射蛸牒酎．．こノJ二こもう押．I押ヾ  一時保育 卜脚汎」＝J・＝「・ムこ．・こ＝千丁且臨兜巾細りて丁、  

子十も．一再由勃L「烏上トも閂一編打た耶宣と樟が・岩で把  

捉がて≡点い囁け＝－憎仲・「てもらユま丁、妄、㌣車f  

は現在5：†而草ホ析l‡間、顎て責こ’なわ㌢lていまT  

が．正■に野巨∴－l■．ちか・－．・て．場合に止＝‥＝：ユ羊卜二・  

t－しけモl二U5こと行あ㌧ま㌢小康明甘一輝的烏烏  

軌ユ．民嘩・市長：TJL・・一丁㌫とて〔．月．石しrいぞ：七  

こうもあ登ェ：て柑【‖．＿・［みさl．＝亡う．  

t皇指名て・椚乳・11・冠F竃憂‡軸・：i＝ト」利伸＿子－†‥t・・川山田・●■一・二’杏仁∴・明言  
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市町村による情報提供の例②（静岡市）  
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他の社会保障制度における情報提供制度の例①（医療）  

【患者が医療情報を得る手段】   

○ 医療機関の行う広告   

○ インターネット等による広報   

※ 医療機関側による任意の情報   

○ 利用者に対する医療機関内の院内  

掲示  

【見直しの視点】   

○ 必要な情幸削ま一律に提供  

○ 情報を集約化  

○ 客観的な情報をわかりやすく提供  

○ 相談・助言機能の充実  
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医療機関の医療機能に関する情報【病院】  

1．管理・運営・サービス等に関する事項  注記   

（1）基本情報  

l  病院の名称  ※正式名称（フリガナ）・英語表記（ローマ字表記）   

2  病院の開設者  

3  病院の管理者  

4  病院の所在地  ※郵便番号■住所（フリガナ）・英語表記   

5  案内用電話番号及びファクシミリ番号  

6  診療科目  ※医療法施行令第3条の2に基づく診療科目名   

7  診療日（診療科目別）  ※表記方法は都道府県の任意   

8  診療時間（診療科目別）  ※表記方法は都道府県の任意   

9  病床種別及び届出・許可病床数  

（2）病院へのアクセス  

10  病院までの主な利用交通手段  ※表記方法は都道府県の任意   

有無  

皿  病院の馬主車場  駐車台数  

有料・無料の別  

12  案内用ホームページアドレス  

13  案内用電子メールアドレス  

14  外来受付時間（診療科目別）  ※表記方法は都道府県の任意   

15  予約診療の有無  ※表記方法は都道府県の任意（診療科の別、初診・再診の別、予約用電話番号等）   

16  時間外対応  ※別表   

17  面会の日及び時間帯  

（3）院内サービス等  

18  院内処方の有無  

19  対応することができる外国語の種類  ※表記方法は都道府県の任意   

20  障害者に対するサービス内容  ※別表   

21  車椅子利用者に対するサービス内容  ※別表   

22  受動喫煙を防止するための措置  ※別表   

医療に関する相談窓口の設置の有無  
23  医療に関する相談に対する体制の状況  

相談員の人数  

24  病院内の売店又は食堂の有無  

25  入院食の提供方法  
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（4）費用負担等  

26  保険医療機関、公責負担医療機関及びその他の病院の種類  ※別表   

「特別の療養環境の提供」に係る全病床に占める差額ベッ  
ド数及びその金綾  

「予約に基づく診察」に係る特別の料金の徴収の有無及び  
その金額  

27  選定療養  
「保険医療機関が表示する診療時間以外の時間における  
診察」に係る特別の料金の徴収の有無及びその金額  

「病床数が200以上の病院について受けた初診」に係る特  
別の料金の徴収の有無及びその金綾  

「病床数が200以上の病院について受けた再診」に係る特  
別の料金の徴収の有無及びその金縫  

28  治験の実施の有無及び契約件数  報告を行う年度の前年度の治験実施に係る契約件数   

29  クレジットカードによる料金の支払いの可否  

30  先進医療の実施の有無及び内容  ※記入式（文字数等の制限可）   

2．提供サービスや医療連携休制に関する事項  

（1）診療内容、提供保健■医療一介護サービス  

31  専門医の種類及び人数  ※別表   

32  保有する施設設備  ※別表   

33  併設している介護施設  ※別表   

34  対応することができる可能な疾患・治療内容  ※別表   

35  対応することができる短期滞在手術  ※別表   

36  専門外来の有無及び内容  ※記入式（文字数等の制限可）   

健康診断実施の有無及び内容   ※記入式（文字数等の制限可）  
37  健康診断、健康相談の実施  

健康相談実施の有無及び内容   ※記入式（文字数等の制限可）   

38  対応することができる予防接種  ※別表   

39  対応することができる在宅医療  ※別表   

40  対応することができる介護サービス  ※別表   

セカンド・オピニオンのための診療情報提供の有無  
41  セカンド・オピニオンに関する状況  

セカンド・オピニオンのための診療の有無及び料金  

医療連携体制に対する窓口設置の有無  
42  地域医療連携体制  

地域連携クリテイカルパスの有無  

地域の保健医療サービス又は福祉サービス  
43   を提供する者との連携に対する窓口設置の  
有無  
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3．医療の実績、結果に関する事項  

医療従事者の人数   ※別表  

44  病院の人員配置  外来患者を担当する医療従事者の人数   ※別表  

入院患者を担当する医療従事者の人数   ※別表   

45  看護師の配置状況  ※一般病床、療養病床、精神病床、感染症病床、結核病床別の看護配置   

医療安全についての相談窓口設置の有無  

医療安全管理者の配置の有無及び専任又は兼任の別  
46  法令上の義務以外の医療安全対策  

安全管理部門の設置の有無及び部門の構成員の職種  

医療事故情報収集等事業への参加の有無  

院内感染対策を行う者の配置の有無及び専任又は兼任の別  

47  法令上の義務以外の院内感染対策  院内感染対策部門の設置の有無及び部門の構成員の職種  

院内での感染症の発症率に関する分析の実施の有無  

48  入院診療計画策定時における院内の連携体制の有無  

オーダノングシステムの導入の有無及び導入状況  

ICDコードの利用の有無  
49  診療情報管理体制  

電子カルテシステムの導入の有無  

診療録管理専任従事者の有無及び人数  

50  情報開示に関する窓口の有無  

臨床病理検討会の有無  
51  症例検討体制  

予後不良症例に関する院内検討体制の有無  

死亡率、再入院率、疾患別・治療行為別の平均在院日数  
等治療結果に関する分析の有無  

52  治療結果情報  

死亡率、再入院率、疾患別・治療行為別の平均在院日数  
等治療結果に関する分析結果の提供の有無  

病床種別ごとの患者数   前年度の1日平均患者数  

53  患者数  外来患者の数   前年度の1日平均患者数  

在宅患者の数   前年度の1日平均患者数   

54  平均在院日数  前年度の日数   

患者満足度調査実施の有無  
55  患者満足度調査  

患者満足度調査結果の提供の有無  

56  （財）日本医療機能評価機構による認定の有無  
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他の社会保障制度における情報提供制度の例②（介護）  

介護サービス情報の公表制度の主旨   



介護サービス情報の公表制度の仕組み  

79   



介護サービス情報の公表事項① 【報告事項】   

事業所又は施設（以下この表において「事業所等」という。）を運営する法人又は法人でない病院、診療所若しくは薬局（以下この  
号において「法人等」という。）に関する事項  

イ 法人等の名称、主たる事務所の所在地及び電話番号その他の連絡先  
口 法人等の代表者の氏名及び職名  

ハ 法人等の設立年月日  

二 法人等が介護サービスを提供し、又は提供しようとする事業所等の所在地を管轄する都道府県の区域内において提供する介護サービス  
ホ その他介護サービスの種類に応じて必要な事項   

当該報告に係る介護サービスを提供し、又は提供しようとする事業所等に関する事項  
イ 事業所等の名称、所在地及び電話番号その他の連絡先  

口 介護保険事業所番号  

ハ 事業所等の管理者の氏名及び職名  

二 当該報告に係る事業の開始年月日若しくは開始予定年月日又は指定若しくは許可を受けた年月日（指定又は許可の更新を受けた場合   
にはその直近の年月日）  

ホ 事業所等までの主な利用交通手段  

へ その他介護サービスの種類に応じて必要な事項   

事業所等において介護サービスに従事する従事者  以下この号において H  という。）に関する事項．   

イ 職種別の従業者の数   

口働 人当たりの利用者、入所者又は入院患者数等   
ハ働 事した経験年数等   

二 従業者の健康 

ホ その他介護サービスの種類に応じて必要な事項  

四 介護サービスの内容に関する事項   

イ 事業所等の運営に関する方針   

口 当該報告に係る介護サービスの内容等   

ハ 当該報告に係る介護サービスの利用者、入所者又は入院患者への提供実績   
二 利用者等（利用者又はその家族をいう。以下同じ。）、入所者等（入所者又はその家族をいう。以下同じ。 ）又は入院患者等（入院   

患者又はその家族をいう。以下同じ。）からの苦情に対応する窓口等の状況   
ホ 当該報告に係る介護サービスの提供により賠償すべき事故が発生したときの対応に関する事項   

へ 事業所等の介護サービスの提供内容に関する特色等   

卜 利用者等、入所者等又は入院患者等の意見を把握する体制、第三者による評価の実施状況等   
チ その他介護サービスの種類に応じて必要な事項  

五 当該報告に係る介護サービスを利用するに当たっての利用料等に関する事項  

六 その他都道府県知事が必要と認める事項  
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介護サービス情報の公表事項② 【調査事項】（抄）  

第一 介護サービスの内容に関する事項  

一 介護サービスの提供開始時における利用者等、入所者等又は入院患者等に対する説明及び契約等に当たり＼利用者、入所者又は入院  
患者等の権利擁護等のために講じている措置   

ィ 共通事項（（3）については福祉用具貸与、特定福祉用具販売、介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売を、（4）に  
ついては居宅介護支援を除く。）   

（1）介護サービスの提供開始時lこおける利用者等、入所者等又は入院患者等に対する説明及び利用者等、入所者等又は入院患者等の  
同意の取得の状況   

（2）利用者等、．廟 引こ関する情報の把握及び課題の分析の実施の状況   
（3）利用者、入所者又は入院患者の状態に応じた当該介護サービスに係る計画の任盛及び利用者等、入所者等又は入院患者等の風量  

（4）利用者等、入所者等又は入院患者等に対する利用者、入所者又は入院患者が負担する利用料に関する説明の実施の状況   
口～二 （略）   

二 利用者本位の介護サービスの質の確保のために講じている措置   

イ 共通事項   

（1）認知症の利用者、入所者又は入院患者に対する介護サービスの賃の確保のための取組の状況   
（2） 利用者、入所者又は入院患者のプライバシーの保護のための取組の状況   

口～ワ （略）   

三 相談、苦情等の対応のために講じている措置   
共通事項  

青等の対応のための取組の状況   

四 介護サービスの内容の評価、改善等のために講じている措置   

イ 共通事項（福祉用具貸与、特定福祉用具販売、介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売を除く。）   
護サービスの提供状況の把握のための取組の状況   

（2） 介護サービスに係る計画等の見直しの実施の状況   

口 （略）  
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五 介護サービスの質の確保、透明性の確保等のために実施している外部の者等との連携   
イ 共通事項   

（（1）については訪問介護（中略）に限る。）   

（1） 介護支援専門員等との連携の状況   

（2） 主治の医師等との連携の状況   

（3） 地域包括支援センターとの連携の状況   

口～ヌ （略）   

第二 介護サービスを提供する事業所又は施設の運営状況に関する事項   

一 適切な事業運営の確保のために講じている措置  

共通事項  

（1） 従業者等に対する従業者等が守るべき倫理、法令等の周知等の実施の状況  
（2） 計画的な事業運営のための取組の状況  

（3）  事業運営の透明性の確保のための取組の状況  
（4） 介護サービスの提供に当たって改善すべき課題に対する取組の状況   

事業運営を行う事業所の運営管理、業務分担、情報の共有等のために講じている措置  
共通事項（（3）については、訪問介護（中略）に限る。）  
（1） 事業所又は施設における役割分担等の明確化のための取組の状況  

（2） 介護サービスの提供のために必要な情報について従業者間で共有するための取組の状ミ  
（3） 従業者からの相談に対する対応及び従業者に対する指導の実施の状況   

安全管理及び衛生管理のために講じている措置  

共通事項  

安全管理及び衛生管理のための取組の状況   

四 情報の管理、個人情報保護等のために講じている措置  

共通事項   

（1） 個人情幸脚犬況  
（2） 介護サービスの提供記録の開示の実施の状況   

五 介護サービスの質の確保のために総合的に講じている措置  

共通事項   

（1） 従業者等の計画的な教育、僻施の状況   

（2）利用者等、禰   
（3） 介護サービスの提供のためのマニュアル等の活用及び見直しの実施の状況   

第三 都道府県知事が必要と認めた事項  
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社会福祉事業の評価に関する枠組み  

○社会福祉事業については、社会福祉法により、サービスの質の評価を行うこと等により、良質かつ適切なサー   
ビスを提供する努力義務が課せられている。  

◎ 社会福祉法（昭和26年法律第45号）（抄）  

（福祉サービスの質の向上のための措置等）  

第七十八条 社会福祉事業の経営者は、自らその提供する福祉サービスの質の評価を行うことその他の措置を講ずることにより、常に福祉サービス  
を受ける者の立場に立って良質かつ適切な福祉サービスを提供するよう努めなければならない。  

2 国は、社会福祉事業の経営者が行う福祉サービスの質の向上のための措置を援助するために、福祉サービスの質の公正かつ適切な評価の実施  
に資するための措置を講ずるよう努めなければならない。  
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保育所の自己評価に関する枠組み  

○保育所については、保育所保育指針により、保育の質の向上を図るため、保育所の保育内容等について自   
己評価を行い、その結果を公表する努力義務が課せられている。  

◎ 保育所保育指針（平成20年厚生労働省告示第141号）（抄）  

第四章 保育の計画及び評価  

2．保育の内容の自己評価  

（2）保育所の自己評価   

ア保育所は、保育の質の向上を図るため、保育の計画の展開や保育士等の自己評価結果を踏まえ、当該保育所の保育の内容等について自ら  

評価を行い、その結果を公表するよう努めなければならない。   

イ保育所の自己評価を行うに当たっては、次の事項に留意しなければならない。   

（ア）地域の実情や保育所の実態に即して、適切に評価の観点や項目等を設定し、全職員による共通理解を持って取り組むとともに、評価の結  

果を踏まえ、当該保育所の保育の内容等の改善を図ること。   

（イ）児童福祉施設最低基準第36条の趣旨を踏まえ、保育の内容等の評価に関し、保護者及び地域住民等の意見を聴くことが望ましいこと。  
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「福祉サービス第三者評価事業」の概要  

評価事業の趣旨■目郎  1．福祉サービス  

○ 意義   

事業者の提供するサービスの質を当事者以外の公正・中立な第三者評価機関が専門的かつ客観的な   
立場から評価する事業。  

○ 目的   

個々の事業者が事業運営における問題点を把握し、サービスの質の向上に結びつけること。また、  
福祉サービス第三者評価を受けた結果が公表されることにより、結果として利用者の適切なサービス  
選択に資するための情報となること。  

2．福祉サービス第三者評価事業 の推進方策  

○   

福祉サービス第三者評価事業の普及・促進を図るため「福祉サービス第三者評価事業に関する  

指針」を発出。  （平成16年5月7日）   
さらにガイドラインを元に、サービス分野別のガイドラインを検討し、順次通知として発出。  

【全国の推進組織】   

全国社会福祉協議会が、評価事業普及協議会・評価基準等委員会を設置し、福祉サービス第三者  

評価事業の推進及び都道府県推進組織に対する支援を行う。  

【都道府県の推進組織】   

都道府県推進組織が、第三者評価機関認証委員会■第三者評価基準等委員会を設置し、第三者評価  
機関の認証、第三者評価基準の策定、第三者評価基準結果の公表等を行う。  
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「福祉サービス第三者評価事業」の推進体制  
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「福祉サービス第三者評価事業」の   

保育所における受審の状況  

繋酎年数  ■－■－ ●ヽ ヽ′ 二又三 、  
H17旬麦   H18年度   H19年度   H17年度   H18年度   H19嘲夏   

社封諒雌症受等  1，766   2，155   3，αは   1．87％   2．24％   3．17％  

媚所   529   650   977   2．3胡も   2．86％   4．28％   

※確率ユT⊂、各年10月1日時機讃拙（平成相弔蟄醐平成18ご靭摘勧封鄭托）  
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他の社会保障制度における第三者評価の例（介護の一部サービス）  

小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型共同生活介護のサービス評価制度について  

1サービス  
2 外部言平価 の概要  

＝）外部言平価 の意義  

外部評価は、第三者による外部評価の結果と、自己評価の結果を対比し考  
察した上で、外部評価の結果を踏まえて総括的な評価を行う。これによって、  
サービスの質の評価の客観性を高め、サービスの質の改善を図る。   

（2）頻度   

原則、年1回   

3）評 阻  

公正中立な立場で評価を行うことができる機関として、都道府県が選定した  
法人（自ら評価対象の介護サービスを設置・運営していないこと等が要件）。  
全都道府県に評価機関が設置されており、平成19年12月末現在で295機関。   

（4）評価調査 

第三者としての客観的な立場から外部評価を行うことができる者であって、評  
価機関が実施する所定の研修（講義3日、実習1日）を修了した者。   

5）評価項目（中項目）  

理念の共有／地域との支えあい／理念を実践するための制度の理解  

と活用  

／理念を実践するための体制／人材の育成と支援  

／相談から利用に至るまでの関係づくりとその対応  

／新たな関係づくりとこれまでの関係継続への支援／一人ひとりの把  

握  

／本人がより良く暮らし続けるための介護計画の作成と見直し  

／多機能性を活かした柔軟な支援  

／本人がより良く暮らし続けるための地域資源との協働  

／その人らしい暮らしの支援／その人らしい暮らしを支える生活環境  

づくり  
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（1）サービス言平価の義務づけ  

小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型共同生活介護については   

指定基準上、自己評価及び外部評価が義務づけられている。  
（℃ 自己評価  

少なくとも年に1回は、都道府県の定める基準に基づいて、自ら  

サービスの  

質の評価【自己評価】を行い、その結果を公開する。初回の自己評  

価は、  

開設後、概ね6月以上経過後に実施する。  
卦 外部評価   

自己評価と同様に少なくとも年に1回は、各都道府県が選定した評価  

機関が実施するサービス評価【外部評価】を受けその結果を公開する。   

（参考）指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準  
（平成18年厚生労働省令第34号）  

（第72条第2項）指定小規模多機能型居宅介護事業者は、自らその提供する指定小規模  
多機能型居宅介護の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて、常に  
その改善を図らなければならない。  

（第97条第7項）指定認知症対応型共同生活介護事業者は、自らその提供する指定認知  
症対応型共同生活介護の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて、  
常にその改善を図らなければならない。   

（2）評 価結果の公表   

自己評価及び外部評価の結果について、事業所の組織、建物、利用料、  

利用者数等とともに公表する。  

（評価結果の公表方法）  

・利用申し込みの際の重要事項説明書に添付  

・事業所内での掲示  

・入居者家族への送付  

・市町村への提出  
・運営推進会議での説明  

・インターネット（WAMNET）による公開  



小規模多機能型居宅介護及び認知 症対応型共同生活介護のサービス評価の流れ  

外部評価機関帝  事業所  

「‾鞄「   

l  偉業■必要暮弦  

の提出  
自己評価  

前
公
表
日
よ
リ
ー
年
以
内
に
実
施
 
 

外部評価の実施  

外部評應鋸果の摺閏合わせ〔同意・確定）  

自己評価・外瓢評  

結果の公儀  
（＼〝AMNET）  

価絡果の公表  
用H帰納中市町村  
包括センター零〉  

潜 熱道府県が選定  

ミ皐 評価の擁廣二前評価臼よLjl年以内に実施及び公表  

ミ新規開設の場合、開旺後緩ね6ナ月を経過Lた時点  

で自己評価を実施し、その後外部評価を実施）  
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検討の視点  

○ 市町村においては、法で義務付けられている地域の子育て支援事業に関する情報提供の取組として、広報、   

パンフレット、ホームページ、マップ作成等に取り組んでいるが、乳児全戸家庭訪問事業や乳幼児健診、母親  

学級等の機会や、地域子育て支援拠点事業等を通じ、すべての子育て家庭に、早矧こ、市町村内の子育て支   

援の取組が概観できる解りやすい情報が着実に提供される取組を一層促していくことが重要ではないか。  

○ また、その上で、子育て中の家庭が、地域の各種子育て支援事業に関する情報を、必要な暗に、容易に入手   
できる環境整備について、子育て支援のコーディネートの仕組みの検討と併せ、進めていくべきではないか。  

○ 利用者のより良い選択、情報の公表を通じたサービスの質の確保・向上等に向け、  

身による情報公表の仕組み  

・公的主体が 礫）仕組み  
の制度的な位置付けや内容をどう考えるか。   

＜制度として検討すべき内容＞  

※ 他の社会保障制度の例では、  
医療においては、事業者自身による公表に加え、事業者からの報告に基づき都道府県が情報を集約しインター  
ネット等により情報提供  

介護においては、事業者自身による公表に加え、事業者からの報告に基づき都道府県（又は指定情報公表セン  
ター）が情報を集約（一定の情報については都道府県（又は指定調査機関）が調査）し、インターネット等に  
より情報提供  

※ また、対応可能なサービスの詳細（医療）や、従事者の勤務形態・労働時間や業務経験年数、サービスの質の  
確保のための取組や、従業者に対する計画的な研修等の実施状況（介護）など、サービス内容や質の  
幅広い内容について、情報提供の対象としている。  

向上に胃  
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○ 第三者評価については、個々の事業者が、サービス提供における問題点を把握し、質の向上を図っていくため   

に重要な仕組みであり、また、評価結果の公表等により、利用者の適切なサービス選択に資するものとしても、一   

層の充実を図ることが望まれるが、保育所における第三者評価のあり方、受審の促進方策についてどう考えるか。   

※ 他の社会保障制度の例では、医療・介護全般は特段、第三者評価の義務付けはなされていないが、認知症対応型共同  

生活介護（グループホーム）及び小規模多機能型居宅介護（いずれも認知症の要介護者を対象）については自己評価・  

外部評価が義務づけられている。   

※ また、医療・介護では、情報提供（情報公表）が義務づけられる項目の一つとして、第三者評価の受審の有無が  

位置づけられている。  

3了   



これまでの議論の項目と  

保育サービス全体について   



少子化対策特別部会における  

保育サービスの提供の新しい仕組みに関するこれまでの議論について  
（議論の項目）  

《検討に際しての前提》  

○ すべての子どもの健やかな育ちの支援（所得等によって発達保障が左右されない仕組み）  

○ 保護者の利便性等の視点だけでなく、子どもの健全な発達保障の視点  

○ 保育サービスの提供者と保護者の関係の相互性  

○ 地域の保育機能の維持t向上の必要性  

○ 保育サービスの地域性  

○ 新しい仕組みの導入には、「量」の保障と「財源の確保」が不可欠  

7   



1制度改革の検討が必要となっている背景について（議論の項目）  

○ 女性の就業率上昇や働き方の多様化等の変化への対応の必要性  

○ 就労支援の役割に対する期待の高まり、多〈の家庭が利用するサービスとなってきたことへの対応の必要性  

○ 保育サービスの利用保障や公的責任の強化の必要性  

○ 働き方の多様化等を踏まえ利用者視点にたった仕組みとする必要性、選択性の向上  

○ 保育所と利用者が向き合いなが ら、質の向上を促す仕組みの要請  

○ すべての子育て家庭への支援の必要性  

○ 地域の保育機能維持の必要性  

○ 多額の公費投入を受ける制度としての透明性・客観性・効率性・公的役割の明確化の要請  

○ その他  
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（参考）  

こうした議論の出発点 ～『「子どもと家族を応援する日本」重点戦略』における議論～   

急速な少子化の背景  

一 国民が希望する結婚・出産・子育てが実現できないでいる現状  

とりわけ女性にとって、「就労」と「出産・子育て」が二者択一になっている状況  

この状況が続けば、国民が希望を持つことさえ難しくなるおそれ  

⊥‾‾－－ユ＿  

子育ての困難さの解消を図り、すべての子どもの健やかな育ちを支える必要  

⊥   

「働き方の改革による仕事と生活の調和の実現」と「仕事と子育ての両立・家庭の子育てを包括的に支援す  

るサービス基盤の構築」の2つを「車の両輪」として進める必要  

子どもと親を取り巻く社会環境が大きく変化した今日において、子育て支援サービスの中核を担う  

現在の保育制度が、国民にとって欠かせないサービスとして、社会環境の変化に十分に対応した  

機能を果たせるようにするための見直しが必要。  
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2 保育サービスの必要性の判断基準（議論の項目）  

○ 女性の労働市場参加の進展、働き方の多様化等、近年の諸課題への対応  

・就労時間帯を問わない保障の方向性  

・就労量に応じた保障の方向性  

・求職中の取扱い  

○ 利用者の必要量に応じたサービス量の認定の仕組みの必要性・庚摩すべき上慶喜  

飾仇鋸坊  

○ 専業主婦を含めたすべての子育て家庭への支援の必要性と内容  

○ 国による最低限保障されるべき範囲の明確化と、その上での地域の実情に応じた対応を可能とする仕組み  

・地域の供給基盤に応じて判断基準を決められる現行の仕組みの課題  

・母子家庭・父子家庭■虐待ケースなど特に保障の必要性の高い子どもの利用保障  

○ 必要性が高い子どもの利用確保のための仕組み（事業者による選別が起こらない仕組み）  

○ その他  
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3 利用方式のあり方を中心とする保育サービスの提供の仕組みについて（議論の項目）  

○ 現行の市町村の保育実施義務の例外規定の課題、サービス・給付の保障の強化の仕組み  

○ 必要性が高い子どもの利用確保のための仕組み（事業者による選別が起こらない仕組み）（再掲）  

○ サービスの必要性・必要量の判断と受入保育所の決定が一体的に実施されている現行の仕組みの課題  

○ サービス提供基盤の整備責任の明確化  

○ 認可基準など一定の基準によるサービスの質の確保の仕組みの必要性  

○ 保育所と利用者の当事者間でサービスの向上等に取組むことを促す仕組み  

○ 利用者の手続負担や保育所の事務負担に対する配慮  

○ 所得にかかわりなく一定の質の保育サービスを保障するための公定価格の必要性  

○働1方式  

（つ．和L智者貞磨の静銀妄  

○ その他  
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4 多様な提供主体の参入について（議論の項目）  

○ 保育所認可に裁量性が認められ、基盤整備に抑制的働くことの課題  

○ 必要な客観基準を満たしたサービスを給付対象とすることについて  

」1霊●坑ワ拝音域鹿一肢管しワそカ¢遠点  

○ 株式会社・NPO法人等に対する初期投資費用（施設整備費用）に係る課題  

○ 運営費の使途範囲制限、会計基準の適用に係る課題  

芳を選炭主体の参スや量の鹿本彪放秀に虜軋丁の僅／の超庚■錮賢妻  

○ その他  
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5保育サービスの質（1）（議論の項目）  

○保育内容や保育環境等についての科学的・実証的な調査・研究により継続的な検証を行っていく仕組みの構築   

○最低限の保育の質を保障しつつ、地方公共団体やサービス提供者の創意工夫等が発揮しやすい最低基準のあり方   

○ 保育所職員の配置基準のあり方  

○ 保育士の養成・研修のあり方  

○ 保育士の労働条件の整備・改善  

○ 都道府県の指導監督や第三者評価のあり方  

○ その他  
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6 保育サービスの質（2）（認可外保育施設の質の向上）（議論の項目）  

○ 認可外保育施設の認可基準到達に向けた質の向上の支援強化  

○ 待機児童が解消できていない中での、認可保育所の入所の可否による質の保障・公費投入の公平性の課題   

○ 認可保育所で対応しづらい夜間保育など多様なニーズヘ対応するサービスとしての位置付け・質の確保  

○ 待機児童の多い都市部に着目した面積基準一保育士資格要件の緩和の問題点  

○ 定員要件のあり方（小規模なサービス形態）  

○ 保育士資格要件の必要性  

○ 認可外保育施設の保育従事者についての業務に従事しながらの資格取得を含めた質の向上  

○ 認可化移行やサービス量拡充を進めたとしてもなお、給付対象サービスのみでは、需要を満たし得ない地域の取扱い  

○ その他  
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7 すべての子育て家庭に対する支援の仕組みについて（議論の項目）  

○ 現行制度では市町村の努力義務にとどまっている各種子育て支援事業の制度上の位置付けの強化  

○ 一時預かりの保障の充実（とりわけ3才未満児）や、市町村の実施責任の位置付け、サービス利用（提供）方式、給付（補助）方式、   

財政的支援の仕組みのあり方  

○ 乳児家庭全戸訪問事業一養育支援家庭訪問事業・地域子育て支援拠点事業の取組の促進方策  

○ その他多様な子育て支援事業についての財政支援のあり方  

○ 各種子育て支援事業の量の拡充に向けた担い手の育成、質の向上に向けた研修やバックアップ支援の取組の強化方策  

○ 親の子育てを支援するコーディネータ的機能に関する仕組み  

○ 地域全体がかかわっていけるような子育て支援、子育て支援関係者のネットワーク化、親自身がやがて支援者に回れるような  

循環を生み出せる地域の構築といった取組の強化方策  
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保育サービスの全体像  
時間軸：（早朝）  （深夜）  

例）9：   

70  



多様な保育の取組の現状  

《19年度実績》  《事 業 名》  《事 業 内 容》  《地域における箇所数》  

日中就労等している保護者に代わって、保  
育に欠ける乳幼児を保育する施設（原則とし  
て、開所時間11時間、保育時間8時間、開所  
日数約300日）  

保育所数：22，909箇所  

利用児童数：202万人  
（平成20年4月1日現在）   

◆1小学校区当たり1．03か所  認可保育所  

11時間の開所時間を超えて保育を行う  

事業  

15，076箇所  
（平成19年度交付決定ベース）  

延長保育事業  ◆ 認可保育所の65．8％  

◆ 認可保育所の3．8％  
◆1市区町村当たり0．48か所  

日曜・祝日等の保育を行う事業  

（※年間を通じて開所する保育所が実施）  

875箇所  
（平成19年度交付決定ベース）  

休日保育事業  

◆ 認可保育所の0．32％  
◆1市区町村当たり0．04か所  

22時頃までの夜間保育を行う事業  

（※開所時間は概ね11時間）  

74か所  

（平成20年3月31日現在）  
夜間保育事業  

週2～3日程度又は午前か午後のみ、必  

要に応じて柔軟に保育を行う事業  

◆ 認可保育所の4．0％  
◆1市区町村当たり0．51か所  

927か所  
（H19年度交付決定ベース）  

特定保育事業  

《病児対応型》病院・保育所等の付設の専用スペースで、看護師  
等が地域の病児を一時的に預かる事業  

《病後児対応型》病院・保育所等の付設の専用スペースで、地域の  
病後児を一時的に預かる事業  

《体調不良児型》保育所において、体調不良となった児童を一時的  
に預かる事業  

◆ 認可保育所利用児童2，714人当たり1か所  

◆1市区町村当たり0．41か所  
745箇所  

（H19年度交付決定ベース）  

保育に欠ける乳幼児について、保育士又は  
看護師の資格を有する家庭的保育者の居宅  
等において、保育所と連携しながら、少数の  
主に3歳未満児を保育するもの  

家庭的保育者数：99人  

利用児童数：331人  
（H19年度交付決定ベース）  

家庭的保育  
事  業  

◆1市区町村当たり家庭的保育者0．05人  

注＝市区町村の総数は1，827（平成19年4月1日現在）。小学校区としての国公立小学校数は22，270（文部科学省「平成20年度学校基本調査（速報）」（平成20年5月1日現在）。  
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検討の視点  

◆ 延長保育関係  

○ 仮に、就労時間帯を問わず就労量に応じた利用を保障する場合、利用者の必要量に応じて保障する   
サービス量を認定する仕組みが必要ではないか。  

また、長時間労働など働き方の見直しも同時に進められるべきであることも踏まえ、  

ついてどのように考えるべきか。′一部屠二者〔夢／a野肌のの顔身の忍泉リ  

すべき上  

○  保障すべき上限量を超えた利用について、働き方の見直しが進められるべきである二＿方■で、現にやむを得ず   
間労働せざるを得ない親がいることも踏まえ、どう考えるか。（完全に全額利用者負担であるべきか、保障   

すべき上限量の範囲内よりも、利用者負担の割合を高めた上で、一定の支援を行うべきか等。）  

◆ 休日保育・夜間保育・特定保育関係  

○ 現行制度は、開所日数（日曜・祝日以外の週6日）・開所時間（11時間）に着目して保育サービスを区分し、  

これらの通常の開所日数・開所時間では対応できない特別の需要として、休日保育や夜間保育等を位置付   
けた上で、  

・市町村自らこれら事業を実施した場合   

又は、  

・市町村が認可保育所における事業実施を助成した場合   

を国庫補助の対象とし、市町村による実施又は助成の判断を経て、保護者にサービスが利用される仕組み   

となっているが、今後、就労時間帯を問わず就労量に応じた利用を保障し、利用者の必要量に応じて保障す   

るサービス量を認定する仕組みとすることにより、連続的にサービス保障しやすい仕組みとなるのではないか。  
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◆ 休日保育・夜間保育・特定保育関係（続き）  

O 一方で、休日保育や夜間保育は、利用者が限られ需要が分散しているため、市町村に対する計画的な  

併せて検討する必要があるのではないか。  

◆ 病児・病後児保育関係  

○ 病児・病後児保育については、200万人を超えるすべての保育所利用児童に利用可能性があるサービスで   

あるにもかかわらず、実施箇所数が著しく少ない。働き方の見直しにより、子の看護のために仕事を休む  

ことが当たり前にできる社会を目指すべき一方で、現に欠勤することが困難な状況にある親もおり、その   

の拡充は不可欠な課題であるが、安定した利用が見込める他サービスと異なり、利用者数の  

変動が大きく、運営が安定し難い特質を持っている。  

こうした特質も踏まえ、実績を評価しつつ安定的運営も配慮した補助のあり方や促進方策をどう考えるか。  

※社会保障国民会議第3分科会中間とりまとめ（平成20年6月）別紙（抜粋）  

解決の方向性  

○ 国・地方を通じた必要な財源を確保し、サービスの質・量の抜本的拡充を図る。  
○ 体調不良児への対応等の充実を図るため、看護師等の専門的職員の確保、   
実績も評価した補助に努める。  
○ ファミリーサポートセンターと緊急サポートネットワーク事業の機能を見直し緊   

急サポート機能を拡充。  
○ 使いやすい看護休暇制度の検討。   

○ 病児・病後児保育サービスが不足している。  

○ 看護休暇を取ることが難しい。  
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参考資料  
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延長保育事業  

11時間の開所時間を超えて保育を行う事業  

（卦実施状況  

・実施箇所数：15，076箇所（H19年度交付決定ベース）   
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休日・夜間保育事業  
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特定保育事業  

週2～3日程度又は午前か午後のみ、必要に応じて柔軟に保育サービスを提供する事業  

②実施状況  
《実施箇所数》927箇所（H19年度交付決定ベース）  
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家庭的保育事業  

（1）概要  

サーピ  

保育に欠ける乳幼児について、保育士又は看護師の資格を有する家庭的保育者の居宅等において、保育所と連携しながら、少  

数の主に3歳未満児を保育するもの（※今回の児童福祉法等改正により、市町村を実施主体とするとともに、保育士又は看護師以  

外の者も担い手となり得るようにする方向で検討中）。   

（卦 実施状況   

《実施箇所数》 家庭的保育者数：99人（H19年度交付決定ベース）  

《利用者数》 利用児童数：331人（H19年度交付決定ベース）※H20年度予算で利用児童数を2，500人へ拡大  
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病児暮病後児保育事業  
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